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○議長（村上正弘君）皆さん、おはようございます。定刻になりました。御起立をお願いいたします。
　一礼して着席願います。礼。
　会議に先立ち、議員及び執行部の皆さんに議長よりお願いをいたします。

　発言は、必ず議長の許可を得てから発言をお願いします。不穏当発言、不規則発言に注意していただき、有意義な会議になりますように協力をお願いいたします。

　それでは始めます。

　ただいまの出席議員は全員です。
　これから本日の会議を開きます。

　本日の議事日程はお手元に配付のとおりです。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第１、諸般の報告を行います。

　本日の会議では一般質問を行います。

　一般質問の通告者は、お手元の日程表に掲載のとおり８名です。

　質問順は申し合わせにより、通告書提出順に発言を許可することといたします。
　本日の会議には、地方自治法第１２１条の規定に基づく説明員として、別紙名簿の各氏が出席いたしております。

　これで諸般の報告を終わります。

───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第２、一般質問を行います。

　質問者の質問時間は、答弁を含み６０分以内ですので、通告された時間内に終わるよう要点を簡潔明瞭に行い、また、答弁につきましても効率的な議事運営への協力をお願いします。

　時間の経過は、議場内に表示されますので、消費時間を確認し、厳守をお願いいたします。

　それでは、１番　福島議員、登壇ください。
○１１番（福島文博君）おはようございます。私は４点についてお尋ねいたします。
　まず１点は、小中学校の給食費の納付状態について。
　第２は、宇野のダムについて。これはおそらくこの点について、初めての質問であります。
　それから次に、今日まで数回お尋ねをしましたところの住宅新築資金の納付状況についてということで、４点についてお尋ねいたします。具体的には、自席のほうからお尋ねしますのでよろしくお願いします。

○議長（村上正弘君）福島議員。
○１１番（福島文博君）教育委員会にお尋ねしますが、先般の新聞紙上で、給食費の滞納が増加しておるという見出しを見まして、かつてない児童の福祉手当というものが今日支給されております。そうした中で、我が子はたくましく素直に成長していくであろうという夢を持っておる父兄が、大事な給食費を滞納するということについて、ちょっと我々は理解に苦しむわけなんですが、この本町の状態、４校ありますかね。この状態についてお尋ねいたします。

　それと、かつては授業料をそれぞれが持ってきよったんですが、親のもとからこの給食費というものが子供に渡って、あるいは子供が落としたり、あるいは使ったりというようなこともあり得ると思う。そこら辺はどういうふうな形で徴収をしておるのか、その辺までお尋ねをいたします。

○議長（村上正弘君）教育長。

○教育長（百留隆男君）それでは、ただいま福島議員から御質問をいただきましたので、私のほうで答えさせていただきます。
　給食費につきましては１２月１日の新聞にございましたように、文科省が３年ぶりに全国の小中学校の給食費の納入状況について昨年の分を調査いたしましたところ、半分以上の学校において１カ月以上の未納者が出ております。しかもその総トータルは２６億にもなっているという、非常に好ましからざる結果が出ておりました。

　その要因の一つは、一番多いのは保護者としての責任感や規範意識の問題。この中にはよく義務教育は無償であるというのは確かにうたっております。法にうたっておりますけれども、実は給食費については保護者が支払うべきものであるというものも、学校給食法にはうたわれているわけです。ところがこれも関係しているんでしょうか、その要因が一つと、それから後は保護者の経済的な問題も理由の一つとして上がっております。

　そういう状況で、３年ぶりに文科省が発表しておりますけれども、さて本町内の小中学校――小学校が４校で４５８名おります。中学校が１校で２３３名います。小学校は今現在、滞納者はおりません。ゼロです。全員、食べた物は払うというところで払っております。それから中学校が二人、２世帯の支払いがおくれております。これはまだ期間中でございますので未納という断定はできませんけれども、３か月か何カ月おくれております。時期等それぞれ実態がいろいろございますので、校長が時期を見て各家庭に督促はいたしております。

　そういう状況で、本町内の実態というのは大体平穏に過ぎているというような状況でございます。いつも福島議員さんにはいろいろ心配りいただきましたけれども、私どもはやはり食べた物は自分で払うというのが原則であり当然のことですので、それは校長にもいつもお願いをして各学校で責任持って集めるほうはいただいております。
　それから、集める方法なんですが、実はいろいろな方法、私も現場におったときにこの東部のこの中で、振り込みという方法でいろいろ考えていましたけど、実は金融機関がここにはもうなくなって農協とあそこだけになりまして、唐原のほうは農協があるんですけれども、保護者の意見を聞きましたところがもう、振り込みというのはやめてくれと。仕事を休んででも行かんならんような状況もあるんで、じゃあとにかく払い込みを親の責任でお願いしますと、保護者との話し合いで前に話したことがございます。ですから、そういう形で本人に封筒を入れて持ってこらせて、自分で担当バッグに入れてもらうという形をとっております。以上でございます。

○議長（村上正弘君）福島議員。

○１１番（福島文博君）本町の場合はそうしたことで、まずまず良好だということでいいんじゃないかと思いますが、ただ、最近は御承知のように、女性の校長が多い。それで私は２年前、小学校の校長にお尋ねしましたときに、今、教育長が家庭の事情でと──これはどこでも家庭の事情はあるんですが、そこまで親の責任の中でということも言っておりましたけれども、かわいい我が子への愛情というのはどこの親もかわりはないんです。

　そうしたことで、本町に特別なかったからいいけど、女性の校長のいわくには、立派な自動車もあって、納められないような家庭じゃないと私は思いましたと。ところが、女性だから相手の方がそういう目で見るんじゃないにしても、住宅等におる方が、あんたんとこは納めよって、わし方は納めちょらんと。ほんなら、納めんでいいんならわし方も納めんとこうかと、こういう好ましくない何かが動くんですよ。だからやはり出す物は出さなくちゃいけない、借りた物は返さなくちゃいけないと、これは原則ですから、そうした子供の時代から善悪は当然教えておると思うから、そこまで御指導していただきたいと。

　だから、責任は教育委員会にあるのか、学校の校長に一任しておるのか、そこら辺をもうちょっとあれしてください。
○議長（村上正弘君）教育長。

○教育長（百留隆男君）学校の管理の三つがあります。物的管理、品物等の設備の管理です。それと人的管理、これは職員等の管理。それから教育課程の管理といって、学校で教える内容等についての管理。こういうものは教育委員会から学校長に委嘱しております。
　しかしながら今いただきましたように、学校に任せておるからもう私たちは関係ないというようなことは全く考えておりません。私どもは学校がうまいぐあいに行くようにいつもフォローしながら、いつも援助しながら、また注意・指導も加えながらやっておりますので、学校一方の方向の責任でありますよということで、もう一方の私どもが別に逃げるとか、アンタッチャブル的考えを持っているものではありません。一緒にやっていこうという気持ちでいっぱいでございます。

○議長（村上正弘君）福島議員。

○１１番（福島文博君）学校現場は当然、校長に責任があると。しかし、教育委員会というものは、細部まで目を配らせてお互いに協調体制の中からそうしたことのないように努力をしていただきたいと思います。
　次に移ります。次は宇野ダムの維持管理ということでしておりますが、合併して職員の異動もあり、あるいはこのことはわからない方もおると思うんです。このダムは、松本村長時代に砂防堰堤として県がつくったんです。ところが、やはりかんがい用水等の問題でダム化したほうがいいんじゃないかということで、松本村長時代に補強してダムという名前をつけて今日まで重要視されてきておるんです。
　ところが、このダムの水は天候に恵まれて、もうここ二、三年上げた形跡がないはずなんです。３年間も使わずにそのままにしておくということは、問題があると思うんです。お互いが年々使っておるところの田植え機あるいはその他の農機具にしても、１週間ほど使って後はもうほとんど使わないというような状態でしょう。ほとくされといてさびつく、油は塗ってあるということでそのままであっても、さあ使うということになると、あそこが悪い、ここが悪いで修繕をするんだから、このダムの維持管理について行政はどうしてきておるのか。これは産業課のほうに入るかどうかわかりませんけど。

　かつて数年前に洪水のためにあのダムが埋まって、予算化してその土砂を上げた実例があるわけです。これも今の町長は全く知らんはずですけどね。だからこのダムの何を、使わなくても常に役に立つように、いつでも使えるという姿になっておるのかと。油を塗ってちゃんとしておりますからと、これは当然のことですけどね、やはり機械器具というものは使わなければそこが、油が少ないところはさびついて腐れてくると。
　このダムのそれと、ダムを設置したときに近所の方の所有地に機械を設備したはずですから、そのときの賃借状況もあるし、その方にある程度委任しておるはずだと思うんです。そこら辺は私も書類も見ておりませんからわからないけれども、下流の人は非常に喜んでおるんだけども、このダムは３年も使ってないから、そのダムの機械等がいつでも必要なときに使えるような状態に維持していくのが当然、行政の責任ですから、そこら辺は産業課長のところで管理すると思うんだが、どういうふうになっておるのか。いつでも、あるいは使えるように時期を見て、点検をしておりますよというのが当然のことだとか、そこら辺はどうなっとりますかね。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）宇野ダムの維持管理でございますが、宇野ダムの用水を円滑かつ効率的に利水するために、水利関係者と維持管理を行っているところでございます。
　このダムの運営委員といたしましては、向井堰の管理人４人、それから宇野西区の自治会長一人、桑野池の副管理人一人、宇野ダム副管理者１名で協議・管理の調整を行っているところでございます。当然、宇野ダムにつきましては、宇野ダムの管理者のほうで点検・管理等を行っております。
○議長（村上正弘君）福島議員。

○１１番（福島文博君）そうしますと、管理者はだれであるのか。その方はどういうふうに──おそらく管理を委託している上では手当は支払いしていると思うんだがね。３年ほどということを私は言いましたけど、いつの日か上げるときに、動かしてみたところがちょっと動かしてみてどこが悪かったというようなことで、やめた時期もある。これは下流の我々のところが一番重要視しているのは、恩恵に浴しているから言えるんです。そういうような状態だったら、下の人が行政に対して不信を抱くわけなんです。
　だから今、先ほど私が申しましたように、地域の地権者と貸借関係を結んで、その人に全部の権限を与えておるんじゃないかという気もするんです。行政の財産を特定の人に委託して、その人の権限で行政が左右されるようなことだったら、全くこれはもう問題にならない。当然、行政の責任において、財産だから、一人の方にそれを委託するというのは好ましくないから、そこら辺をもうちょっと詳しく言ってください。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）基本的には受益者等で管理をお願いするというのが基本でございますが、町のほうといたしましても平成１７年度にゲートの取りかえ、あるいは用水施設の工事の改修等を行っておりまして、これはダムの維持管理あるいは通常の機能を、いつでもできるような取り組みはしております。
○議長（村上正弘君）福島議員。

○１１番（福島文博君）私のほうから通告しておったから、それではきょう上げるように動くかということで私が追求すれば、きょうやってみて動くようになっておるかどうか、そこら辺まであなた点検に行ったかどうか、そこはどうかね。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）現時点では申しわけございません、確認しておりません。
○議長（村上正弘君）福島議員。

○１１番（福島文博君）それではまずまずでいきますがね。やはり今は必要ない。今は必要ないんだが、そのダムの機械がうまく動けばいいんですが、きょう質問したならば後日、そこの委託しておる管理者との打ち合わせをどういうふうにするか、そこまで細かくしてもらわんとね。必要なときが来るんだから。
　同じことなんですが、この宇野から友枝川を通じて、宇野の中央を流れておる水路、それが垂水まで来て、山国川に落ちていくんですが、この水路がどういう役割をしておるかと。ただかんがい用水だけになっておるというふうに御理解しておると思うんですが、これは防火用の大きな役割を果たしてきておる。合併したからほかの方は知らないか知っているか知りませんが、新吉の場合は、これは特に宇野、垂水の場合は防火用の大きな役割を果たしておる。この水路が９月の終わりごろから全く水が通っていないと。ちょろちょろ水でね。

　今は消火栓もでき水道施設ができて、また新しくできました消防署には３０万トン地下水槽の中にいつも満杯に入っておる。これは消防の場合は連日、あそこで点検をするから水槽の点検もされておると思いますが、私がそれを言うといかにも変に思うかもしれないけど、２カ月半ほど水が通っていない。かんがい用水として必要であって、ハヤモノをつくるから早く植えた人は水はもう要らないんです。
　しかしこの水路は、宇野の中をごらんになったらわかりますが、あれを環境衛生の面、あるいはいろんな面から三面コンクリをするということになったときに、東高校、今空き地になっていますけど、高校のあそこから下流側は、宇野の中は三面コンクリにしていないんです。というのは、地域の方が、井戸水が減ってしまうから三面コンクリにせんでくれと、こういうことで三面コンクリにしていないんです。

　だから今のバイパスのちょっと上から宇野、垂水の外れから三面になっておるんです。そうした、ただ単に防火用の役割ではなくて、井戸水等のことまで言われたので、これは三面コンクリにしていないんです。これは古い議員はみんな知っていますがね。それだけこの水路が役割を果たしておるんだから、これを９月の終わりごろから全く水を通していない。今はいつでも対応できるような水が流れよります。

　先日監査のときに私は産業係長に、あなたがおいでにならなかったから、なぜ通さないのかと。建設課長には尋ねたんですね、友枝の橋をかけるところのアバットの関係で工事をやっとる途中だから、それで水を切ったのかと言ったところが、これには全く関係ないんだと。だから産業課長の担当になるんですが、なぜこうした水を切ってしまっとったのかと。そういう重要な役割を認識されとったのかどうか、その辺はどうですか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）まず、通告されました内容について説明させていただきます。
　まず水路の役割、流水ということでございますが、主に御指摘のとおり農業用水路ということでございます。下水道が整備されていないというために、生活雑排水の機能も合わせて持っているところでございます。また、水源につきましては土佐井の向井堰でございまして、大平郵便局付近から宇野・松本西区に流れるル－トと、旧東高の横から垂水地区に流れるルートに分かれておりまして、洪水の調整につきましては、大平郵便局付近で水門ゲートによりまして洪水調整を行っているところでございます。
　また、干害時つきましては、友枝川と宇野ダムからの用水により対応しているところでございます。
○議長（村上正弘君）福島議員。

○１１番（福島文博君）今、ダムのことが新たに出ましたけども、ダムはなかなか金がかかるんで、やはり自然の水というものは必要であって。ところが、いよいよ流水が少なくなったという時点でダムを上げるんです。
　先日もちょっと伺ったんですが、宇野のダムだということで受益者から徴収をしとる。先日、係長から聞いたところが今はしておりません。水利の関係、組合とか何とかにしておると言うけど、かってずうっと宇野のダムということで我々は納入してきておるんです。そうすると、この金はどこに使ったのかというようなことになってくるわけなんです。
　もう今は水利組合とか何とか言うけど、どうも解せないところはあるんですよ。しかし、住民はやはり行政を信頼しておるんです。信じ切っておるんです。だから個人的にはそういう話がちまたで出ても、役場に直接行ってどうだこうだと言わない。だから私もおかしいなと思いましたけれども、もうそれ以上追及はしませんが、後日わかってくると思いますが。いずれにしましても、今のような状態で水を常に通してもらわないかん。

　今まで、かつて垂水でも火災は起きましたけども、そのときも水が少なかったらしいんですよ。はっきり言う。消防団長、これは議会から出とるから覚えとってください。山国川があり友枝川があって水が豊富にあるけれども、近代化された自動車が何十台来たからって言ったって、あの自動車とこの自動車と積み合わせて、距離に応じてその水が役に立たない。だからところどころに水槽がありますけれども、その点検もどうされよるか。これは総務のほうだろうがね、水槽の点検ぐらいしとるんか知らんけどね。

　これは常に、備えあれば憂いなしといういい言葉もあるけれども、機械が何台来たからって言ったって、役に立たん水槽、水がなけりゃそれは何にもならない。特に昔のように井戸がもうほとんどないからね。そうしたところをきめ細かな、これは町長が言っておるようにきめ細かい行政を遂行しますと言われておるけど、そういうところが常におろそかになっとるはずなんです。だから水槽の点検をするとか、あるいは何だというところにきめ細かい本当の行政がやってもらわな困るんです。言うことはいとも簡単だけど、実行が伴わないんだったら意味がない。

　そういうことで、この際に改めて水槽あたりの点検もする必要があろうと。私はその後に、消火栓はどこにあるのかといったところが、今、黄色にしていますけれども、地域の人もそれがわからないんです。だから、どこに水がありますかなんて言ったって、火災の最中に水源を聞くような状態だったら消防団の意味もないでしょう。そこら辺が、行政側は常にそういうものに配慮すべきだと思う。
　次に移りますよ、もう時間がなくなりよるから。
　住宅資金の問題ですが、これはもう今まで、先ほども触れましたように私がお尋ねしましたが、これは担当課長、時効になっているんじゃないのか、そこら辺はどうかね。
○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）今御質問の、住宅資金が時効になっているんではないかということでございますが、基本的にことしの３月の議員の一般質問の際にも答弁をしていると思いますが、時効１０年ということになっております。
　ただ、これにつきましては債務者等の援用がない限りそれは続くということで、今現在もその援用申請がない分につきましては、引き続き納付をお願いしてきている状況でございます。
○議長（村上正弘君）福島議員。

○１１番（福島文博君）私は先ほども触れましたように、今度で５回目ですか、補助金の適正化法に触れるんじゃないかなと思ったから、先日あなたのところに電話を入れて、貸し付けるときの契約書、いろんな法的なものに基づくそういう書類を見せてもらったんです。ところが、これはやはり連帯保証人までちゃんと載っておる、あるいは金利の問題、返済期間というものがちゃんと載っとった。もうこれは時効になってすっきりしとる。
　ところが、今まで質問した中では、あなたの代じゃない前任者だけど、これはいつ時効になっておるのか、そこら辺はどうですか。いつですか。
○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）基本的には、納付が滞ってから１０年間何も納付等がなければ時効という形で法的にはなっております。ただ私法債権ということでこの案件につきましては先ほども申し上げましたように、債務者からの援用の申し出がない限りこの分については引き続き残ると。債権については残るということでございます。以上です。
○議長（村上正弘君）福島議員。

○１１番（福島文博君）時効になったらあなた、何があったかにがあったって、それはつまらんよ。殺人罪に問われて１５年逮捕されなかったら時効になる。白紙ですよ。
　だからこそ、今まで私がお尋ねしたときに、取りに行っております、督促を出しましたと。督促は１回しか役に立たないもん。そういうように格好のいい、きれいごとを言うとるのは通用してないでしょうが。

　だからあなた方のほうから取りに行っても、私は直接、当事者から聞いとるんじゃ。名前を言うちゃいかんよ、プライバシーの問題があるから。そうしたら一遍も取りに来りゃせんという人もある。あるいは、格好のいいそんなのは、銭ができたら払うから。わしは払わないかんことには払うというような言い方をする人もあっとる。

　これは法的に基づいても、払わんと言えば問題が起きるにしても――時効の前ですよ。払わんと言えば問題が起きるにしても、払うと言えば仕方がないんです。特例法ができてるんじゃないんだから。しかもこれには強制執行も何もうたってないでしょうが。税の場合だったら、差し押さえが何だらということで強制執行ができる。

　ところがこの場合は何も……。格好のいいことをくりくりくりくりね、うまくできとる。旧のやつを廃止して今度新しくこうだとか巧妙にできていますよ。これは、私は一般の方は知らないけれども、行政に対して不信を抱きますよ。これはもう合併前に時効になっとるでしょうが。そうじゃないですかね。これは平成１１年の４月１日に改正されてきとる。
　だから、おかしいなと私も思わんことはないけどね、時効になったらもう何回行ってもだめなんですよ。それに、取りに行っとりますよ、どうだこうだって、なぜ議会にね、そういうことを。いつこれを、議会を初め町民に、こういう事情でこうなったけれどもこれは時効になりましたということを言う時期を見とったんですかね。

　私が尋ねたら、格好のいいことばっかり、先ほども触れましたように取りに行きよりますなんて言うけど、そこら辺はどうですか。本当にあなた方が職務に忠実にやっとりますよと言えますか。
○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）先ほどちょっと答弁の中で不足があったと思いますが、基本的に時効は１０年でございます。ただ途中で部分納付とかがございましたら、その分については時効がまたその時点から発生いたしますので、分割納付等をしていただいている債務者につきましては、まだ時効が発生していないという形の方もございます。
○議長（村上正弘君）福島議員。

○１１番（福島文博君）これは全くもとの姿に帰るはずはないんです。時効になる分もあれば時効にならん分もあると言うけど。土地の場合は２０年ですかね。ところが、貸し付けた住宅の場合は１５年。平成２２年でしょう、ことしは。平成になってもう２２年。そうでしょう、課長。だからね、これはいい時期を見て、実はこうだったけどこうなったんだというのを議会にも報告せなならんはずなんです。
　だから私はおかしいな、おかしいなと思わんことない。合併して５年になります。新しい町長になって、過去は知らんで、合併もしたんだけれども、私どもも知らなかったんです。とかくのうわさはあったけれど事実はつかんでないから合併してしまった。
　ところが、古い議員は知っとったのか知らないのかしらんけど、全くこの件について触れたことなかったでしょう。だからどうもどうもと思ったんだけど、初めて書類を見て、ああなるほどなということで理解ができたんですけど、私はこの問題は金額が少なければ、それは何とか何とか何とかでなるかもわからないけれど、なし崩しみたいなことで行政が進めるべきじゃないんですよ。
　やはり白黒はっきりして、財政が厳しい厳しいって言うとる中だから、こういう金額を、借りた物を返すのは原則なんですよ。寄附したんなら私は何も言わないですよ。寄附していないんです。寄附じゃなくて貸し付けとるんだから、あくまで返さなくてはならない。督促、催促がなければ払わんでいいような、そういうすばらしい条例が、あるいは金融機関があるんだったらいいんですけども、それはないんです。
　だから私は、担当者も非常に苦労するであろうけれども、今までずうっとそういうずさんな、言うならば執行部の職務怠慢、それを言われても仕方ないでしょう。何も言わんでほったらかして、とんとことんとこ日にちを積んでずっと来たんだから。
　これを住民が聞いたら、行政に不信を抱きますよ。もう私はそれ以上追及してみたって、あなた方のほうで今からどういう手を打ちますって言うたってもう時効になっとる問題があるんだもん。だからそれ以上追及したってしようないけどもですね、私は私なりに行政に対して不信を抱きます。住民監査請求でも出たらどうしますか。この金は特定の、補助金の適正化法には触れないけれども、ほかの問題等についてもいろいろと追及される可能性が出てくるんですよ。
　だから合併して何もかんもすっきりした姿で合併したんならいいけれども、こうしたところの隠れた、いわゆる表に立っていないところの問題点があるから、今日、そういうものを早く処理してやらないっちゅうことは、いつまでもいつまでも……。私はこの問題について非常に遺憾に思うんですよ。
　ところが話してみれば、相手の方も、何もそんな変な悪意はないんです。ただ、取りに来なかったとか、会うたことないとか。中には、今言うように、あなた方が訪ねていったときに忙しいときだとか、あるいはいろんなときに。もう少し人間関係というものを大事にせないかんのや。
　本日は、あの金を返してもらわないかんとか言うて。中には職員の対応が悪いと言う人もあった。最敬礼していってするのが手か知らないけれどもね、対応が悪いっち。銭を納めてくれっち行けば腹立てますよ。だから、やはり向こうとはうまく話をしてお茶の１杯でも飲みながら、こういうことで合併をして議会もせわしくなったと。あるいは財政が厳しくなったんでお願いしますよというんで何回と回を重ねる中に、人と人との融和ができるんです。ただいきなり、もうそれはそこまであなた方年をとらんからね、和やかな雰囲気をつくり切るまいけれども、やはり頭を下げていくのが。これは行っとると思うけれども、そういう雰囲気の中で情が移ってくる。ただいきなり行くと、今、銭はねえ、できていたら払うわと、こういうようなことを言うたらだれも腹を立てて、もう二度と再び行きたくないでしょう。だからいろいろと私は情報をとっとるんだが、決して行政に対してどうたらというようなのはない。
　ところが今までやり方が悪かったから、今日までこういうふうに時効になしてしまった。それは本町の総予算の中の何十分の１にしか当たらない金額かもわからないけど、一般の人にしてみれば大きいんですよ。一財産だっちゅうかもわからないですよ。
　中には、余分なことだけどもまだ時間があるから言いますがね、家庭の中では子供が就職もできない、決まった仕事もないと。ぶらぶらぶらぶらしちょって、もう私は首つって死のうと思いよるっちゅうていう若い方を、先日私は耳にしましたよ。はあ、それは困ると。そういうことをせんで何とか頑張らないかんでと言って帰りましたけどね。上を見りゃ切りがない、下見りゃ切りがないんだけども、そういうところが民生委員だ何だって制度がありますけどね、そういう家庭もあるんです。
　ところが借りた金も戻さんでいいような状態で済むんだったら、我々もしたくなりますね。だからもう少し、行政はやはり町長の公約にあるように、不安のない、安心して暮らす、誇れる上毛町だという公約もしとるんだから、あなた方が一丸になってね、その下でやってもらわな。あれこれ善悪はっきりして忠実に職務を全うしてもらわな、こういうふうにずさんなことになってきとる。これは過去のことだけどね。まだ生きとる人もおるでしょうが。死んだ人もおるけれども。そういう行政の状態だったら不信を持ちますよ。
　時間が来よるから切りますがね。私は決してこれを満足しません。私は私なりに一町民として、今後、同士の人と相談をしてそれなりの考え方を持ちます。議長、もう終わりますよ。もう私がそんなことを言うとったって始まらんから。
○議長（村上正弘君）福島議員の質問が終わりました。なお答弁する際には、議長と声をかけてしてください。
　２番　三田議員、登壇ください。
○４番（三田敏和君）４番　三田敏和です。一般質問をさせていただきます。
　去る１２月３日、臨時国会が閉幕をいたしました。野党が参議院で多数を占める中、尖閣諸島列島沖の中国船衝突事件をめぐる対応のまずさや閣僚の失言などで、法案の審議は停滞し、政府提出の一般法案の成立は３８％にとどまりました。今の政府は末期状態ともささやかれております。今国会期中の中で、大きな問題の一つとしてＴＰＰ、環太平洋戦略的経済連携協定がありました。それについて質問をさせていただきます。
　日本はこれまでＴＰＰに対する姿勢を明らかにしていませんでしたが、１０月に開かれた新成長戦略実現会議で、菅首相がＴＰＰへの参加の検討を表明いたしました。しかしながら、ＴＰＰが原則として例外を認めない自由貿易下の協定であることから、米を初め国内の農業、漁業は壊滅的な打撃を受けるとして、反発の声が上がっております。ＴＰＰは平成１８年に発効したシンガポール、ニュージーランド、ブルネイ、チリの４カ国による経済協定から始まり、現在米国やオーストラリアなどを含めた９カ国で交渉が進められております。この協定は、関税を１０年かけて撤廃しなければなりません。つまり除外、例外品目を設けない関税撤廃を原則としております。

　現在、米は７７８％の高い関税をかけております。これまで日本が締結してきたＥＰＡは残り１０％の中で重要品目を除外、例外として対応してきたものとは大きく違うものであります。今議会に請願が出されていますＴＰＰ交渉への不参加を求める意見書の提出もありますように、農業だけをとりましても国内の農業生産の減少は４兆１,０００億円、３４０万人の雇用喪失につながると農林水産省の試算が出ております。
　我が上毛町にとっても、一次産業の人口は減少しておりますが、恵まれた自然と田園都市との接近、共存する地域としては、豊かな農林水産業資源を今まで以上に守り育てなければなりません。この時期におけるＴＰＰの締結は地域の破壊にもつながる重要な課題と考えております。何も策のないままの締結は到底納得できません。このような中、上毛町を預かる町としてどのようなお考えなのか、所信をお伺いいたします。
　あと、災害時・緊急時の情報発信、それからＡＥＤの活用については自席から質問をさせていただきます。明確なる答弁をお願いいたします。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）おはようございます。それでは答弁をさせていただきます。
　今おっしゃいましたＴＰＰ、つまりトランス・パシフィック・パートナーシップでございますけども、この件につきましては御指摘のとおり、それから国内各種農業団体を含めて、いろいろなところで反対決議がなされております。町村会も全国大会でこの件につきましては反対決議をいたしました。当然、その構成員である私もまたその問題については反対ということでございます。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）国におきましてもいろいろ見解が分かれているように思います。私たちを取り巻く、ある意味、山、そして土地が７０％ある。町との関係とかいろんなことがあるかもしれませんが、国といたしましては、内閣府はＴＰＰに参加するとＧＤＰが２.４から３.２兆円ふえると、そのような見解を出しております。また経済産業省の試算を見てみましても、日本がＴＰＰに参加した場合、利益になるという結論を出しております。
　日本がＴＰＰに参加しないと、アメリカやＥＵと独自に自由協定を結んだ韓国が躍進し、結果としては日本のＧＤＰを２０２０年までに１０.５兆円の減少、それから８１万人の雇用喪失というふうに試算しておりまして、各省、そして財政それから政財界もいろいろな意見に分かれとるようです。そういう中で、これから先を見据えたときの町長の見解を求めます。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）農業にかかわる、あるいは関連の林業もそうでありますけれども、その視点からすれば、私は先ほども申し上げましたようにこれは絶対反対ということでありますが、しかし国の経済をどうやって維持するのかという視点に立ちますと、必ずしもこの問題は避けて通れない問題でもあろうと考えております。
　つまり、菅総理大臣が唐突にこの問題、参加という表現をしたことが問題であって、その前提に農業問題の解決を図って、その上での参加ということであるべきであっただろうというふうに思うわけでございます。

　国全体から考えると、この問題は一概にどちらがいい、悪いということは非常に難しい判断を迫られるということになろうかと思いますけれども、一言で言いますと、経済の状況、国の存続ということを考えますと、経済的な理由もまた確かにとるべき一つの考え方であろうと思いますから、あくまでも一言で言いますと、慎重に総理はこの発言を考えるべきであったというふうに考えます。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）今、町長が答弁いただきましたように、ある意味、今の総理が唐突にこの話を出したのがきっかけでありまして、ある意味大きな、国を二分するような考え方、話があるように私も思っております。
　しかし、その基礎となるものはやっぱりいろんな意味で、農業にとっては農業基盤を盤石にしなければならないということが一番大きな課題だろうと思います。国から来るいろんな流れももちろんですが、地域の底力、この地域の力をつけないと、それに対抗することはできないんじゃないかなというふうなことを思っております。
　自由貿易の世界の流れでも、日本だけが鎖国を続けることは困難ではないかなという現状の中で、ある意味、皆が知恵を出す中で方向性を見出していくということが必要ではないかなというふうに思うわけです。そういう中においても、今まで以上に町の総合計画も含めて、事業の加速化が求められるというふうに思います。
　このＴＰＰに関して、各課で持たれる課題についての展望をお聞きしたいと思います。
○議長（村上正弘君）産業課長。
○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）ＴＰＰに参加、不参加を問わずに、農地の有効利用の推進を図り農林産物の生産向上を図ることが、町の農業の活性化につながると考えておりますが、仮にＴＰＰに我が国が参加することで、先ほど三田議員がおっしゃいましたように、米が７７８％、麦が２５２％の関税がなくなるということで販売価格の低下が予測され、厳しい状況下になると思われますが、これらに対応するためには、安全安心な独自の特産品、加工品の販売あるいは水田農業の集約化によりまして経費節減等の対策が考えられると思っておりますが、これにつきましては参加、不参加の決定の時点で国の助成あるいは国の助成の有無等を判断して、どのような方策がベターかということを判断いたしまして、政策の推進を図るべきだというふうに認識をしておりますし、結果といたしましては国の政策あるいは県、町、町長の政策、施策によりまして、この対策を講じなければならないというふうに認識をいたしております。

○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）ほかの課はありませんか。ＴＰＰに関して、これは農業だけじゃなくていろんな分野に波及するということで、私の質問の中にも各課という明記をしております。
　各課としてどのようなお考えを持っているかお聞かせいただきたい。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）今、三田議員さんの御指摘はもっともでありますけれども、この問題について当面の対象課が産業課であるというふうに考えておりまして、産業課長が代表して答弁させていただいたというふうに御理解をいただきたいと思います。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）わかりました。そこはそこで取りとめておきます。
　そういう中で、じゃあ農林水産省が今試算している試算内容がありますね。農業生産が４兆１,０００億円、食糧自給率が１４％になる。そして農業農村の多面的機能の喪失が３兆７,０００億円になるというような試算を出しております。これ、町としてどのような試算になるのでしょうか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）まことに申しわけございません。町としての試算は把握しておりません。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）以前に私が食料自給率のことを一般質問で聞いたことがございます。そのときに、町の食料自給率は１００を超えているというような答弁があったかと私は思っております。カロリーベースでいく場合ですが、今、国として４０％が１４％になるというような、これは先進国の中では、もう全くなすすべがない数字だと私は思うんですね。
　そういう中で、先ほど言いましたような、国から県から来るのは私は肥やしだと思っているんですが、そういう中で、肥やしじゃなくて地力を上げるために有機肥料を使って、言葉をちょっと変えて言うわけですが、そういうものを使っても地力を上げなければいけない。その町としての地力をどのように考えているかという中で、私は今の総合計画をいろいろやっておりますが、それを前倒ししてもそういうものをきちっとやっていきながら町の地力を上げるべきではないかなと思うわけですけれども、その辺はいかがでしょうか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）当然そのとおりと思っております。
　先ほど私が答弁いたしましたように、農地の有効利用を図りながら、このＴＰＰに対応したいというふうに考えておりますけれども、これにもし仮に参加いたしますと、食料自給率が１３％、４０から１３％前後になりますが、今町の自給率につきましては１７年か１８年の概算値でございますが、１２７％でございます。ただ、その後の生産量の移行を見ますと増減等が余りございませんので、現在も１２７％前後ではなかろうかというふうに思っておりますが、食料自給率だけの点を見ますと、町内で生産されている農林産物につきましては、ある程度はカバーはできております。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）食料自給率１２７％というのは、もう一度お伺いしますけども、カロリーベースで本当に１００％超えているのかというのは、私はちょっと疑問があるんですね。というのは、ここにない、米だけとるとそれは１００％をもちろん超えているはずですけど、ない品物もあるわけで。ちょっとその辺は後できちっと求めていただきたいと思うんですが、いかがですか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）１２７％の根拠ということでございますが、正式には今、市町村別の自給率につきましては発表されておりませんけれども、統計事務所等の試算の方法ということで、インターネットといいますか、町の生産量がわかれば即食料自給率が判明できるようなシステムがございますので、その中で１２７％を出したときの根拠は、統計事務所にお願いをいたしまして、うちのデータを統計事務所に報告いたしまして、１２７％という結果になっているというところでございます。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）そういう試算方法ももちろんあるんでしょうが、今で言う１３％、１４％はカロリーベースの話ですから、そういう次元で考えると１００％を超えるというのはおかしいと私は思っておりますので、これは一度、後でまた報告をしていただきたいと思います。
　それから、先ほど加速をしないといけないという話の中から、特産品をつくるというようなことが先般の臨時議会の中にも出ておりまして、そういうことはもちろん大変必要なことだろうと私も思うわけですけれども、特定というか少数のところというか、一カ所、二カ所じゃなくて、もっと私はある意味広く、そういうものを求めるべきではないかなというふうなことを思っています。
　シリーズ的にここがだめならここということじゃなくて、いろんな意味で町の力というのを底上げするためにも、いろんな地域から募集したりなんかするべきでは。そして、今回補助金というのもつけているわけですが、そういうのもねらう必要があるんではないかなと思うんですが、その点はいかがでしょうか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）御指摘のとおり、今、特産品につきましては私どもあるいは企画のほうと一緒に開発等行っておりますが、当然、町に合った特産品、要するに町にない農林産物を特産品にするわけにはいきませんので、町で生産される農産物を活用しての特産品づくりということで推進をしていきたいというふうに考えております。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）もちろん町でとれるものが前提となるわけでございますが、そういうのもまだまだたくさんあるんですね。そういうものを、あるのを利用すると同時に、一々、一つのところではなくてそれを多くのところに提供してもらうようなコンテストなりそういうものをしながら。たしかこの前、バーガーを売るというような話が出ておりましたが、そういうもの一つだけじゃなくて、たくさん柱を立てる中から絞り込みをやらなくちゃいけないんじゃないかなというふうなことを思うわけですが、その点はいかがでしょうか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）当然、町の農産物を使用しての特産品づくりということでコンテスト等もやっておりますし、先般も料理コンテスト等も行っておりますし、京築管内におきましても農林事務所と連携して特産品づくりということも行っております。
　また、バーガーの話が出ましたが、先月北九州で米粉パンと空揚げを使用した上毛バーガーということで戦略的にＰＲ・販売の促進を北九州で行ってきたところでございます。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）コンテストの話は私も聞いておりますが、出るところが少なくてという話を聞くもんですから、もう少し掘り下げをやるべきではないかなと思うのと、たまたまそのバーガーの販売についてはいろいろ苦労話も聞くもんですから、そういう意味ではタチュウという意味での戦略をとるべきではないかなというふうなことをお伺いしたわけですけど、その辺はいかがでしょうか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）御指摘のように、今後なお一層推進、また販売あるいは開発等に努めたいと思っております。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）先ほど議員さん申されたように、コンテストの開催も、今企画のほうでも一応、内部の話なんですが検討もしております。いろんな農産品を使った料理のコンテストを行いたいと今準備をしているところでございます。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）さわやかだとか道の駅に行くと、いろんな意味であれをこう加工したいとかいうようなことが、よくよく話を聞きます。
　ぜひその辺のものを拾い集めて、特産品づくりにできるだけの寄与をできるように、町としてバックアップしていただきたいなというふうに思っております。いろんな意味で、ＴＰＰは話のきっかけにすぎなかったんですが、これをきっかけにぜひそういうような底力、地力をつけることをぜひ各課として考えていただいて、先ほど町長、産業ということで代表してということでしたが、いろんな意味でこれは各課とも波及する問題でもありますし、我のことではないことではなくて、また課長もかわってそこの部署にいくことがあるわけですから、ぜひそういうこととして、我が身としてとらまえていただきたいなと。

　私自身も、そういう意味では地域でそういうような発信をしていかなくちゃいけないと思いますんで、ぜひその辺はそういうお考えをお願いしたいと思います。町長、よろしくお願いします。その辺はいかがですか。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）今おっしゃるとおりでございます。しかし、この問題は今の首相、あるいは閣議決定もなされたわけでありますけども、これは実現するのかどうかっていうのは少し時間がかかるのではないでしょうかね。
　したがいまして、それがかかったからどうのこうのではないんですけども、対応というのはそのいかんにかかわらず我々は心がけるべきだろうと思っておりますので、おっしゃるようにこれから十分そういう面の配慮をした行政運営をやってまいりたいと思っております。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）続いて災害時・緊急時の情報発信についてお伺いをいたします。
　災害時の緊急情報は、人命にかかわる重要な情報であります。ＩＴ時代が進む中、携帯電話の普及は目覚ましいものがあります。今の防災無線だけでは情報の共有化には限界があるというふうに考えております。また子供を持つ親として、不審者などの情報をお互いに瞬時に共有できて、安心感と事件・事故の防止につながるものと考える中で、携帯電話の情報を共有するということは非常に理にかなったものではないかなというふうに考えております。
　そういう中で、エリアメールという──エリアメールというのはドコモの言葉だと思いますが、活用範囲もエリアが限られて情報発信ができるというものがあって、実際に自治体でも導入しているところがあります。
　そういう意味で、今後災害時、それからいろんなものを防ぐために、こういうエリアメールの活用というのが私は必要なものではないかなと思いますが、この点についての答弁をお願いいたします。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）それでは、まず総務課の立場から三田議員の質問について、私どもに関係する部分について答弁をさせていただきたいと思います。
　住民の安心安全に直結する防災対策ということは、本当に重要な課題と受けとめて実際に実施しております。議員が言われるのはそれより、より充実したいわゆるエリアメール等を取り入れて、もっとさらに充実させたらどうかという御質問だろうと思いますが、議員さんもおわかりだろうと思いますけれども、現在大雨や台風等の災害のおそれがある場合の情報発信というものにつきましては、先ほど議員が言われましたように行政情報連絡無線、それから現在テレビやラジオ等のそういった情報の提供というものについても非常に進んでおりまして、町民に対して早い段階での情報が提供できているというふうに私どもは考えております。
　そういった意味で、早期に災害警戒態勢を──消防団ともまた協力しまして、町の組織としても早期に災害警戒態勢を整えるということに努めておるということでございます。
　それから不審者等の情報が警察に入った場合につきましても、これまた行政情報連絡無線を通じまして町民への周知を行うことに心がけているものでありまして、また学校におきましても通報連絡網というものが行われておりまして、児童の登下校時では保護者等の地域の協力による人的な支援も、実際ボランティア等も含めて行われておるということでございまして、安全安心の一定程度の対応はできているものというふうに認識をしておるところでございます。
　したがいまして、議員の言われる、そういった携帯電話に特化したサービスということまで取り組むということは、現段階では考えておらないという見解をお示ししたいと思います。あとは教務課のほうでお願いいたします。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）それでは教育委員会のほうから、不審者情報等の伝達についてということでございますが、特にエリアメールの場合は、各メーカーごとの設定等もあるという部分で考えますと、エリアメールという名称自体がドコモ社のものでございますが、そういった部分等を考えますと、まず教務課として考えますのは、さまざまな形で現在、登下校見守り活動を行っていただいている方々とのネットワークの強化が先決であろうというふうに考えております。
　その他につきましては通常の連絡網で十分足りるのではないかなというところでございます。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）防災無線はもちろんしっかり必要なもので、いろんな情報をそこから得ております。このことはまさしく重要な情報発信源やし、それを聞くということがあるわけですけども、なかなか家庭にない──確かに外でも聞けんことはありませんが、非常に音声が割れてわかりにくいということもあるわけで、それだとどこでも瞬時にというようなことで聞こえる情報というものもプラスとしてやっていこうということで私はそういう提言をしとるわけで、災害時、台風時、じゃあ停電になったらテレビはどうなんだという話にもなりますし、いろんな意味で二重、三重の手だてが必要ではないかなというようなことを思っております。
　また、学校の不審者の話でも、保護者が職場で安全安心をどうあれしていくのかという部分になると、やっぱりそういう中から情報をもらえるというのは非常に安心感が増すんではないかなと。確かに私はエリアメールという話は、先ほど教務課長も答弁のようにドコモと私も限定しましたが、１社だけの言葉でありますし、そういうものを今後の中では活用していかないと、やっぱり本当の安心安全はつかめていかないのではないかなというふうに思うわけで、そういう意味でより進んだ考え方を念頭に置きながら、今のシステムをどう最善にしていくかということが必要じゃないかなと思うんですが、その辺はいかがですか。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）議員御指摘の携帯を使ったメールにつきましては、現在西吉富小学校が３年前、通常のパソコンにメールアドレスを、本人が希望すれば登録するという形で配信できるものをつくって運用はいたしております。年に二、三回程度、出したことはあるそうです。ただこれでも加入率が８割程度。どうしても残り２割は別の方法で、要するに従来の連絡網を使ってという部分の課題はございますが、この形であれば、要するに相手が情報がほしいということで登録した状態で出るという部分等経費がかかりませんので、そういった方法等を校長会で検討をしてまいりたいというふうには考えております。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）防災面での件でございますけれども、現在県の消防防災課が、御存じかもしれませんけども、携帯電話で災害情報を受信できる防災メール「まもるくん」というのを実際に実施しております。
　それにつきましては、今のところ住民に周知はしておりません状態でございます。今後、広報、回覧等を通じまして議員がおっしゃるそういった部分の、手始めという言い方はおかしいんですが、そういった部分が実際に一般の住民にも受信できるシステムでございますので、そういったものの周知をしていきたいというふうには考えております。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）いろんな、総合計画も含めて計画する中では、到着点というのは高い位置に目標を定めておりますよね。そういう中で、じゃあいかにこの時点でこうしていくか。またこれはローリング方式でいろいろ見直していくわけですけれども、そういう意味で、やっぱり高い目標を持ちながら今やれることがここだと。しかしこういうところを目標にするんだということがないと、私はある意味、行政運営におきましても停滞をしていくんではないかなというふうに思います。ぜひそういう意味での今後のやり方をお願いしたいと思います。
　先ほどメールで配信ということを実際にやった実例もあるということで、ぜひそういう保護者も必ず、口には出しておりませんが、表向いて公の場で出してないことがある中で、やっぱり小さな集団になるとそんな話が出てきております。
　ぜひその辺はお酌み取りおきをいただきたいと。そういう中で、ある意味もっと発展するとブロードバンドというか、光をいかにこの地域に網羅させるかというのもまた情報の、一つの一元化というか共有化になろうと思うんですね。
　そういう意味では、ぜひその辺を教務課としてもやっていただきたいというか、それは町長にお願いするわけですけども、ぜひそういうような方向でのことも視野に置いていただきたいと。町長、いかがですか。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）まさにおっしゃるとおりでございます。ただ、私はいかに、例えばメール等をこちらが準備しても、対象になさる方がそれを受信するだけの機能あるいは資質を持ち合わせてないと、これはなかなか効果が上がらないというふうにも思うところでございますので、そういう啓発活動もあわせてやらないとなかなか周知徹底が図れないのではなかろうかと思っておりますので、その部分も含めまして、今後いろいろな意味で住民の周知を図る努力をあわせてやっていきたいというふうに思います。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）その点は十分、御認識の上で御回答いただきましてありがとうございます。ぜひいろんな、一つじゃなくて二重や三重やということでの安全策をぜひお願いしたいと思います。
　次に、ＡＥＤの活用についてお伺いをいたします。学校等公共施設にＡＥＤを設置しているのを、どこの自治体でも見受けられます。本町におきましても、ＡＥＤをこの役場と学校にも置いていると思います。町内に何カ所設置しているのか、まずお伺いをいたします。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）ＡＥＤについては企画のほうで当初導入したという経緯がございまして、企画情報課のほうからお答えをさせていただきます。
　ＡＥＤについては町内に２０カ所設置をされております。公共施設では役場、大平支所、げんきの杜、各小中学校、それから各保育所、それと西吉富コミュニティセンター、唐原コミュニティセンター、大平楽、道の駅、農業者トレーニングセンター、大池公園多目的運動広場、直営診療所の１７カ所と、企業のほうでも設置をしていただいておりまして、３カ所の工場で設置をしているようでございます。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）これ、操作ができる人っちゅうのはどのくらいと把握されとるんですか。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）操作できる人員でございますが、消防署に確認いたしますと救急救命講習を受講された方で、役場職員ほとんどですね。それと学校の先生、それから社協の職員さん、それから各施設の管理職員、それと消防団のほうでも普通救命講習を受けられているということで使っていただけるんじゃないかと。それと、先ほど言いましたように企業のほうで講習を受けたということで、あわせて約４６０人ぐらいの方が使用できるんではないかというふうに思っております。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）役場のほとんどということでありがたい話だなと思いますが、講習というのはどのくらいの頻度になっているんでしょうかね。もちろん消防団も救急救命の講習をやっておりますが──今、２巡目、３巡目も行っているところもありますが、今このＡＥＤに特化して考えると、講習の頻度というのはどのくらいになっていますか。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）役場職員と各学校の先生につきましては、設置をした当時、平成１８年ですが、そのときに普通救命講習を受けているだけでございます。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）私の勘違いだったらあれですけど、たしかこのカードがありますよね。あれにたしか３年って書いてあるんじゃないかなというふうに思っているんですけど。ある意味普通救命でも、消防団がやっていても、次の年に本当にやったら半分ぐらいまた覚えていないんですね。そういうぐらいのものでありますし、その辺はぜひせっかく設置をしてやるんだったら……。もう２２年ですね。ある意味、定期的にやるべきではないかなと思いますが、その点はどういうふうにお考えですか。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）ＡＥＤに関しては、一般の消防団等が経験している蘇生法とは違いまして、使い道等が音声によって誘導されるということでございますので、当然そういった講習等も定期的には必要だろうと思いますが、機械自体は、普通の方という言い方は悪いんですが、そういう方も音声によって誘導的に操作できるというものになっておりますので、それはひとつ頭に置いていただきまして、そういった講習等も今後検討はしていきたいというふうには考えております。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）音声と言われましたが、じゃあ実際にそういう時期になったときに、音声で大丈夫ですかねという話になるんだと思うんですね。慌てておってそういう状態になるわけですから。その辺は普通救命も合わせて、ぜひそういうカリキュラムを組むようにお願いをしたいと思います。ある意味、我々議員もせんといかんのかなというふうに思ったりもしておりますし、ぜひいろんな面でそういう訓練は定期的にやるということが教育であり訓練だろうと思いますんで、１回やったらいいというようなことでは私は決してないと思います。
　それから、ＡＥＤの表示がありますね。あれはどういった表示になっているんですかね。そしてその表示には要件か何かあるのでしょうか。その辺についてお伺いします。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）表示の件でございますが、一応施設の中に、この施設にはＡＥＤを設置しておりますというような看板を設置しているところと、各施設の玄関にＡＥＤのステッカーを張って表示をしているということでございます。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）じゃあ特段表示に関して要件はないというふうな答弁なんですかね。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）これが機械を導入したときの設置表示でございまして、特段要件はないというふうに考えております。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）私が大分県の小学校を――中津なんですけど、見ていくと、もう校門の付近にはっきりＡＥＤがここ置いてますというふうにわかるようにしてあるんですね。これはだれがわかったらいいのかなということを基本に考えると、使える人がわかったら、もちろんいいわけでもないし、もちろん使える人がわかる必要は必ずあるわけですけども、ここにあるかないかというのは、周りの人がわからんといけんのじゃないかなというふうに感じるんですが、そういうこともあって大分県がしてるのかということは、私も確認はしていませんが、大分県の学校は外にはっきり、ここの施設にはＡＥＤを置いていますという表示をしております。
　私はそうすべきではないかなと思うんですが、いかがですか。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）その件につきましては、協議して対処してまいりたいと思っております。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）ぜひ確認していただいて。私はある意味、そういう緊急時に必要なもの、先ほどのメールのことも踏まえて広く広報、宣伝活動ももちろんですが、表示をして、皆さんが共有してわかるようにするというのが最低条件ではないかなというふうに思うわけで、できてなかったら今からでもということが必ず必要なことだろうと思いますし、その辺はぜひそういうことをやっていただきたいと思います。
　事故がなくて当たり前だと、事故がなくてよかったとなるようなことが必要なことであって、ぜひその辺はお願いをしたいと思います。以上で一般質問は終わります。
○議長（村上正弘君）三田議員の質問が終わりました。
　３番　安元議員、登壇ください。
○５番（安元慶彦君）５番議員の安元です。私は、今定例会において３点について質問してまいります。
　まず最初に、鳥獣による農林産物の被害状況についてでございますが、最近、山林に食べるものが少なくなって、これに反比例という形でシカやイノシシの数がふえておると。わかりやすく言いますと食料難になって、そういう中でイノシシやシカが野に下って農産物を食い荒らすと。大きな被害が出てきておると。これは全国的な一つの状況でございますけども。

　そういった中で、本町の被害状況はどんなもんでしょうか。まずそこら辺をお尋ねしたいと思いますし、これに対して防止の対策をどういうふうにやっているか、またこれからの展望といいますか、そういうものもあればお聞きをさせていただきたいと。
　防護さくにつきましては、昨年２,６００万程度投入して設置をしてきておりますから、それなりの効果は、いわゆる生きた税金であろうと私は思うわけでございますけども、なかなか連中も生活がかかってきておりますから、必死になってくるということのようですね。
　それから１年前のこの議会で、大山議員からこの防護についてどういう考えを持っているかという質問に対して、山口県のほうで大がかりな捕獲作戦というか対応があるから、ぜひひとつ参考にするためそこを見学に行きたいということのあれでしたが、それはどういう結果になっておるかもあわせてお尋ねをいたしたいと思います。
　それから２点目として、現在施工されております東九州自動車道の進捗状況についてでございますが、ハード面については段々姿が出てきましたからわかりますけども、それに関連して用地の取得あるいは補償の関係ですね、これが現在どのような形になっておるのか。ただ、一番聞きたいのは、どうも家屋が道路にかかって移転しなけりゃならないと。そういうものも一部には現実に起きてやっておりますけれども、どうもそのほかが余り姿として見えてこないと。何か問題といいますか、そういうものがあって時間がかかっておるのかどうか。
　それぞれの家庭等においていろんなケースがあると思いますから、一概にはいかないところがあると思いますけども、農地転用の関係といったものあたりが何か、複雑かどうかわかりませんけれども、絡んでおるんじゃないかなという感じもしておりますし、実際当事者に聞いておりますと、どうも余りはっきりしたあれが出てこんで、そういったところの行政の対応がどういうふうに進んでおるのか、そこら辺をお尋ねいたしたいと思います。
　それから、農業の振興地域の関係でございますけれども、これは見直しをやるということで作業をやって終わっておるのか、現在進行形か、アイエヌジーの関係か知りませんけども、大体、産業課長の答弁では２２年の３月に完了する予定でございますという答弁も出てきておりますが、その後の現況というものはどんなもんでしょうか。そこら辺を中心にお尋ねをいたしたいと思います。
　詳細につきましては自席のほうから質問いたしますので、ひとつ明快な御答弁をお願いいたします。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）それでは、３点ほどございましたけれども、私からは詳細についてということでございますが、概略ということの観点から１点だけ私から答弁をさせていただきまして、あとは担当課長のほうでお答えをさせていただきます。
　つまりイノシシ、シカ等の鳥獣被害に対する今後の展望ということでございます。これはもう先ほど、議員も御指摘がありましたけれども、これはもう本町のみならず全国的な課題でもあるわけでございますが、特に展望について特効的な妙案があるというわけではございません。現状の状況について、それをさらに支援強化するというのが、今当面のとるべき手法であろうというふうに思っておるわけでございますが、それにしてもそのままではいけないということもまた事実でありますので、これは私案でありますけれども、鳥獣対策会議を設置して、その中で皆さん方の御意見を聞きながら施策を決定すべきであろうというふうに今考えておるところでございます。
　つまり捕獲にかかわっている方々、あるいは防護の視点、これも地域の代表の方と言ったほうがいいと思うんですけども。あるいは猟友会の方々等にお集まりいただきまして、本町のあるべき鳥獣対策を決定して、それに基づいて施策を展開していくという方法をこれからとるべきだろうというふうに考えております。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）まず鳥獣によります農林産物の被害状況ということでございますが、現在町が把握しております水稲等の被害につきましては、京築・北九州共済組合の資料がありますので、そのほうからお答えをさせていただきます。

　まず、イノシシ等による水稲被害面積につきましては２９筆の約７ヘクタール、被害金額で約１２０万になると予測されております。ただこの面積あるいは被害金額につきましては、作付面積の３割以上の被害がある水稲ということでございますので、３割未満の水稲被害につきましてはカウントしておりませんので、特に中山間地等につきましては筆数もかなりふえるということで、７ヘクタールよりも大きくなると予測されます。

　また麦の被害につきましては、共済のほうが被害面積でなく収量の減収ということでございますので、収量のほうでお答えいたしますが、これは病気等の被害も含まれておりますので一概に鳥獣による被害とは言えませんが、麦につきましては１８万キロの減収でございます。

　またシカによる大豆の新芽の被害も発生しているところでございます。それから林業関係の被害でございますが、被害の、林業的な面の面積につきましては把握できておりませんが、シカによる杉、ヒノキの植林に伴います新芽被害とシカの角研ぎによる被害が見受けられまして、特に１５年から３０年生の杉、ヒノキの皮むきの被害がこの１０年間特に多いということでございます。
　また被害区域が急激に拡大しているという状況でありますが、以前は西友枝あるいは東上の奥地のほうだけに被害が見受けられましたが、ここ５年間は町全域で発生しているという状況でございます。
　それから、山口県の件でございますが、これにつきましては私ども京築地域、要するに行橋農林管内で広域的な協議会がございますが、その中でこの視察に行ったらどうかということで今検討をしておりますが、結果としてはまだ行っておりませんけども、問題点といたしましては、要するにセンサーとか土地、いろんな面がございますので、電気の線といいますか、要するに監視をしますので、そこらの点でどうかなというところもございますが、結果から行きますと視察等はまだできておりませんが、問題提起等は、山口県にいいところがあるということで提起はしております。

　それから、２点目につきましては町長が答弁いたしましたが、詳細な点について答弁させていただきます。鳥獣被害の防止の対策といたしましては、電さく、防護さくによる守りの対策と、箱わなあるいは銃器による攻めの対策がございますが、今回防護さく以外ということでございますので、まず、現在の町の捕獲員の状況あるいは課題ということでお答えさせていただきます。

　捕獲員につきましては銃器の免許所有者が１０名、それから箱わなの免許の所有者が１１名で、鳥獣被害対策に従事しておりますが、問題といたしましては捕獲員の高齢化あるいは新規の免許の取得者がいないという問題がございます。これにつきましては、福岡県は国内におきまして、特に取得免許のハードルが高いということで、新規の免許の保持者が少ないという課題がございます。この点につきましては、今後１０年を見ますと、町内の鳥獣捕獲従事者が現在よりも減少するのではないかと懸念をしているところでございます。これらの従事者の育成の方策が緊急な課題であるというふうに認識をしております。

　また近年、イノシシよりもシカの被害がふえておりますが、効果的な鳥獣の捕獲につきましては銃器、箱わなでございますが、これは報告でございますが、２２年度時点ではイノシシ、シカの捕獲数は７２頭でございますが、そのうち箱わなによります捕獲が４７頭を占めております。箱穴での捕獲が効果があるというふうに認識しておりますし、新規免許取得者の取得の助成支援と資材費、これは箱わな設置の助成措置も新規免許取得者とセットで、この対策に取り組みをしなければならないというふうに認識をしているところでございます。
　具体的には平成２３年度から新しくメニューが加わりまして、鳥獣被害緊急総合対策によりまして、捕獲機材の導入と被害防止さくの設置補助が始まりますし、また狩猟免許取得者の取得助成等の取り組みにつきましても推進をしていかなければならないというふうに感じているところでございます。
　それからちょっと補足でございますが、去る１２月４日に県知事と営農組織の意見交換会が大平支所で急遽開催されましたが、その中におきましても組合のほうから県知事に対しまして、鳥獣被害防止の支援策ということで要望をされているところでございますが、県知事のほうからシカ、イノシシの被害防止に向けての取り組み助成を前向きに考えてくれるんではなかろうかというふうな感じをしているところでございます。以上でございます。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）３点ほど出しましたけれども、１件ずつ片づけさせてください。
　今、課長のほうから被害の額がありましたけども、私も共済組合のほうに問い合わせをしたところ、全体的には被害状況はわかるけど鳥獣による被害は部分的にはわからないと。あなたは今、推定では１２０万円とかいう具体的な金額を出しましたけど、これは信頼できる数字になるんでしょうかね。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）基本的には、これはほかの病気等もございますので、一概に鳥獣被害とは言えないと思っております。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）そうなりますと、実態としてはわからないということなんですよね。
　それで私、この会場に来るときに、大迫池の下あたりの山沿いをずっと来るわけなんですけれども、ことしは台風も来なくて極めて天候が順調に行った中で、稲が倒れちょるという中でそばまで行ってみると、これはやっぱりイノシシが入って荒らしちょると。こういった状況も、まあごく一部の地域ですけれども、そういうことも見受けられましたし、ましてやこれから上ですね、西友枝、東上あるいは唐原のほうもあると思いますけれども、そういったところがそこら辺に比べたら非常にひどいんじゃないかなといような感じもしております。そこはそこでそれなりの防護さく等のあれはやっているかもわかりませんけど、そういった中でかなりの被害があるんじゃないかなと。この件につきましては、あとで２名の議員さんが質問をしますから、やっぱりかなり関心の高い事柄であるなというふうに思っておるわけですけれども。

　２０年の３月議会で、鳥獣被害防止の特別措置法というものが制定されたという中でちょっとお尋ねをしたんですけれども、まだその時点ではなかなかはっきりしたものが決まっていないし、県からもおりてきていないということの内容であったわけですけども、この防止については市町村が主導権を握ってやっていくんだと。いろいろな採択要件もあると思うんですけども、これをやれば５０％国からの交付金も下がってくるといった中で、今後県からの説明を受けながら検討してまいりたいという課長の答弁を引き出しているんですけども、その点はどうですか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）特措法の関係でございますが、結論から言いますと、特措法の中で言います有害鳥獣の被害計画等につきましてはうちのほうがつくっておりますが、補助金自体につきましては特措法に関連する補助金等の申請等は行っておりません。
　これにつきましては、特措法は補助金５０％でございますが、たしか何回か答弁をしていると思いますが、今、環境保全等がございますし、そこらで１００％の補助、要するに補助率がいい補助を活用したほうがいいんではないかということで、現在のところ特措法による取り組みは行っておりません。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）金額のことは、まず最初にだれでも考えるわけですけども、期待といいますか、今後のあるべき姿として思うのは、そういったものを使って、先ほど町長のほうからも答弁がありましたけども、そういう会議を今後設置して考えていきたいと、大いに結構なことと思うんですけれども、そういったところが関係者あるいは猟友会、そういった方々との協議をやってもらって、それでやっぱり行政だけじゃなくてそういった方々とのタイアップもあわせてやっていかないと、これは先々被害も大きくなってくるでありましょうし、農家の皆さん方もそれによって生産意欲も落ちますし、もちろん生産量も減ってくるわけですから、これからの農業振興に大きな支障を来すであろうと懸念されるわけですね。
　それで課長の答弁の中にもありましたように、現在の本町の猟友会、このメンバーの方々の高齢化が非常に進んできておると。聞くところによりますと、一番若い方で５０歳代、上は７０歳代とか、そういった方々が従事をされておると。それで、いろんな条件が厳しいところがある関係かもわかりませんけれども、新しい方がなかなか育たない、できないということが言われておりますから、そういうところを考えますと、これも先々展望が持てないかなと。こういう方々による駆除オンリーでは難しいんじゃないかなということが心配されるわけですね。
　そういう中で、現在一定の、そうした協議会に町のほうから助成といいますか補助的なものを出しておりますけれども、１年間に１７日間ぐらいなら、一般の自分たちがやる駆除じゃなくて、１０月から例えば３月までとか、そういう被害が出だす時期もあると思うんですけど、そういうときそういう方々に非常な負担が、私はかかっておるんではないかなと。銃器の免許をとるのにいろんな経費もかかりますし、それから犬を飼育するのに一人が五、六頭持って――これは全部じゃありませんけど。先ほど課長が言いましたように、十人ぐらいの方が駆除に出るということで、十五、六匹ぐらいの犬というものも訓練があったり、いろいろえさを与えたり。あるところに聞きますと、１年間に米が５俵要りますよという話もあっておりますし、即それが役に立つかというと、正式なものになるためには訓練等の期間も要るというようなことで、なかなかそこら辺の経費の問題等も、やっぱり行政のほうもそういう方々が現在のところ主体性を持ってやっていただくためには、そこら辺のことも考えていくべきではないかなということも思うわけですよね。
　今の状況を課長としてどんなふうに考えていますか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）基本的には大変、先ほども申し上げましたが、担い手といいますか、猟師の方の後を継ぐ方がいないということで、これが一番大きな問題になろうかと思います。
　と申しますのも、要するに免許を持っていないと箱わな等が設置できませんので、先ほども申し上げましたように育成、要するに人的な支援をしなければ、この問題は解決しないのではないかというふうに認識しております。
○議長（村上正弘君）安元議員。
○５番（安元慶彦君）そういった、非常に取り巻く環境が厳しくなってきておりますから、ぜひひとつ。これは言うまでもありません、本町は農業が基幹産業ですからね。そういった方々が、どこの地においてもそういったものにやられなくて、生産に意欲が出るような形をやっていくことが、私は行政の仕事であろうというふうに思うわけですよね。
　そういうことで、ぜひ……。そこら辺は費用対効果の関係も出るわけですけれども、余り値切らんで──前は報償金１万やったのが１,０００円値切られて９,０００円になったとか、そういったところは非常にそういった面で農産物の効果が出る一つの職務ですから、ぜひひとつそういうことも考え合わせてお願いをいたしたいと。
　それから、なかなか新しい方が出らないという中で、役場の職員に、とりわけその中でも産業課といいますか、担当者、そのほかにもそういったほうに向いた方がおるかもわかりませんけど、そういう免許をとっていただいて臨機応変の措置がとれるようなことも一考ではないかと思うんですけども、それはどうでしょうか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）当然、うちのほうも課内のミーティングにおきまして、こういう策もあるのではなかろうかということで検討はしております。ただ実際に免許になりますし、そこらの助成等を私とかがもらうわけにもいきませんが、基本的にはそういう方向で行けば、要するに先ほどの担い手の関係がカバーできる面はあろうかというふうに考えておりますが、今後の検討課題になろうかと思っております。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）後はひとつ、町長が答弁の中で申しましたように、そういった関係会議の席を御期待をして、積極的な施策というものを進めていただきたいというふうに希望を申し上げまして、もうこの質問は切ります。
　それから、２点目として東九州の関係でございますけれども、私の地域は一定の構造物の工事は終わりました。これからはいよいよ道路としての姿が見えてくることと思いますけれども、先ほど申しましたように、それに関連した家の移転とか、そういったものがどうも動きが鈍いなと。いろんな各家庭でのケースがあるとは思うんですけども、もう先が見えておると。平成２６年度には、前倒しで供用開始をするんですというようなことが言われております。
　そういった中で、そういうようなものがどうもぬるいなという感じもするわけですけども、とりわけこれは家の移転になりますと農地の転用関係が出てくるわけですね。ここら辺がどうもスムーズに行かないのかなと。ちょっと勘ぐりかもわかりませんけど、一体的な取り組みになっておるのかなと。ただ東九州自動車道の対策室がやってくればいいということじゃなくて、これは農地の関係のセクションもありますから、そういった方々の中で１日も早くできあがるようにしようと。うちの上毛町管内はできるだけ早くやっていこうやというようなことになっているのかどうか、そこら辺もちょっと疑問に思うわけですね。
　あるところに行きますと、補助整備をするときにそういった将来の関係があるから、非農用地として別にしとったところが、いよいよになったところがそれはだめですよというようなことで、ほかの場所を探さなきゃならないと。それは集落に隣接するところじゃなけりゃ転用はだめですよということで、もうやむなくそういうことにもなったと耳にも挟んでおりますけれど、そういった事柄がこの国の一大プロジェクトの中に何か――言葉が悪いかもわかりませんけど、縄張り争いじゃないけど、いわゆる縦行政というものが依然としていっているのではなかろうかなという感じもしておるわけですけど、内容的にはどんなもんでしょうか。
○議長（村上正弘君）建設課長。

○建設課長（古原典幸君）東九州自動車道の建設につきましては、建設課のほうが窓口をさせていただいておりますので、私のほうからお答えをさせていただきます。
　まずはこの用地及び補償の事業につきましては、福岡県の開発公社が西日本高速道路株式会社より委託を受けて実施をさせていただいているところでございます。そういった中で、福岡県開発公社に今の状況について御確認をさせていただいたところ、用地につきましては全体面積３２万４,１５９平米に対しまして、取得済み面積が２５万３,０９６平米でございます。取得率につきましては７８.１％でございます。
　これにつきましては現在、唐原のほうで補助整備を実施されております。その部分を通過しますので、その部分につきましてはまだ所有者が確定しておりませんので、用地のお願いに行くことができません。その部分を除きますと９６.３％の用地の取得がなされております。補償につきましては、建物の全体件数は１８件でございます。うち契約件数が１７件、未契約が１件。これにつきましても補助整備区域内の１件ということで未契約になっております。
　立ち木につきましては、全体件数１０６件でございます。うち契約済み件数が９４件、未契約件数１２件でございます。これにつきましても、うち１０件につきましては補助整備区域内でございます。
　工作物につきましては記念碑、石碑等々でございますが、全体件数が２２件で、契約件数６件、未契約件数１６件、うち補助整備区域内１４件。これは主に墓地でございます。
　続きまして家屋の移転による農転の状況でございますが、建物の契約の１７件のうちの移転済みが既に１２件ございます。ただいま建設中が１件、さらには農振の除外待ちが１件及び転用の申請済みが３件でございます。先ほど議員が申されましたように、農転等、かなり作業的にスケジュールがおくれているんではないかというお話でございますが、これにつきましては地権者の意向に沿えるような形で、農振の除外あるいは農転等については作業を進めていただきたいということで、担当課であります産業振興課のほうに常々お願いをさせていただいているところでございます。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）今、建設課長から答弁ありました農振除外待ちが１件あるということでございますが、これは町のほうは審査が終わっておりまして、後は県のほうの同意待ちということでございますので、これができればもうクリアできるということでございますし、転用申請につきましてはもう農業委員会等を開催しておりまして、今月中に転用許可がおりるということで確認をしております。以上です。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）非農用地の取り扱いですよね。これはそういうためにやったことが、いよいよになってくると認められんというようなことをちょっと耳に挟んでおりますけどね。これはどんなもんですか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）非農用地の関係でございますが、基本的には非農用地に設定した場合はスムーズに行くわけでございますが、私ども調べますと、非農用地に設定していると言いながら書類上では非農用地ではございませんでしたので、普通の転用扱いということになろうかと思います。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）ちょっと解せませんけどね。だれかが次から次に絵を書いたわけですか。そういうことで補助整備の事業あたりは採択されてないと思うんじゃがね。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）個人さんが非農用地という思い込みがあるかもわかりませんけども、書類的には非農用地の設定には上がっておりません。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）当人は当然、そこというものが確保されて、そういう時期が来たときにはそこに行くんだというようなことであったけれども、いよいよふたをあけたら、いや、それはそうじゃないよと。今、課長の言うようなことかもわかりませんけどね。そしてもう、自分で全然考えてなかったようなところに余儀なくそういうものをされたということでちょっと聞いておりますけどね。そんなもんかなと私はね。それで、個人的なことでこれはできるわけじゃないんですけれども、これだけの大きなプロジェクトがどんどん進んでいる中で、どうもそこら辺が割拠主義じゃないけども、何か難しくしておるのではないかなと。皆さん方は方針どおり早く目的を達成してこういう道路ができればいいということの中でやっているものが、何か意に沿わないといいますか、期待外れといいますか、そういうあれになっておるんじゃないかなと。
　ここら辺は、法律があったらもうどうしようもならんと言えば、それはそれで一けりされるんですけれども、そういったところは何か政治的にそういう道というものがないのかどうか。もうこれは今さら言っても、こちらのほうの地域は今から起こるか知りませんけど、私のほうの地域は既に過去形のようになっておりますけどね。
　何か我々としてはどうも、そんなもんかなということで納得のいきにくいようなあれになるんですよね。何かもう少し行政なりがしっかり力を入れて、そういう期待に沿えるような結果になるということを望みよったんですけどね。どうしようもならんならどうしようもならんということでもう答弁のしようがないと思うんですけど、どんなもんですか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）基本的には転用をかける場合は、まず農振の除外、それから農業委員会の転用という手続になりますが、一番最初の農振除外をする場合に４要件がございます。
　まず農用地区域外に代替する土地がない、それから農業用の効率的かつ総合的な利用上の支障がない、それから土地改良施設の機能に支障がない、それから一番主なものが、補助整備に関連しますが、国の補助事業等で事業をした場合は、事業の完了した年から８年を経過していない地区内の土地を除外するものではないということで、この８年というものはもうできないというふうに確約されておりますので、一番ネックがこの８年になりますけれども、法的には、県にもうちがどうかならないか、要するに県のほうも東九州ということで推進しているじゃないか、この条件はとれないかということであります。一応、要望したんですけれども、どうしてもできないということでございますので、一番ネックはこの８年間の転用ができないというものがネックになろうかと思いますが、これは今から唐原のほうにも用地交渉等入りますが、多分、無理だというふうにとっております。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）そうすると、補助整備のときにそういった将来計画のもとで非農用地ということで考えておったものがほごにされたっちゅうか、そんなものは通らんよと。言い方はそういうふうになるんですけども、そういうものの結果としての責任的のようなものは、大体どこがそういうものを負うということになるわけですか。なったからしようがないっていうんじゃ大人の仕事にならない。
○議長（村上正弘君）回答できますか。回答できんならできんってはっきり言うていいんだけど。
　産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）御質問の点につきましては、私どもといたしましては法的に処理する以外にないという答弁しかできません。

○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）あなたとこういうやりとりをしても、時間の関係もありますから何ですけど。じゃあ次に移ります。
　３点目としての農業振興地域の見直しですね。これが予定どおりなったのかどうか。ならないとするならば、何かそこら辺に原因が出てきておるのかどうか。

○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）まず作業の現状あるいは今までの経過ということで報告させていただきます。
　この農業振興地域計画の見直しにつきましては、平成２０年６月から準備作業を始めまして、２０年１０月末にこの計画の農振除外あるいは編入申請を停止いたしまして、その後本格的に着手を行いまして、農林事務所と協議をしながら作業を進め、２２年１月に農林事務所に見直し案を提出し、４月に県庁ヒアリングを受けまして、その後、関係機関との意見照会等行いまして、９月２４日に県から承認をいただきまして、１０月１日に農業振興地域整備計画の変更案の公告を行いまして、４５日間の縦覧あるいは異議申し立て期間後に、県への手続きを行いまして同意をいただいたということで、１１月２４日に公告によりましてこの見直し作業が完了したということでございます。
　またこの事務と併行して、停止をしておりました農振の除外あるいは編入手続きの再開を４月１日より再開しているところでございます。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）ちょっと一番最後のところで、４月１日から編入とか何か言いましたね。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）当初、受け付けを停止しておりました申請あるいは手続を７月１日から再開をした、要するに申請あるいは編入の手続の受け付けをしたということでございます。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）そうしますと、あなたが２０年の９月の私の質問に対して、２２年の３月に完了しますという答弁になっとるわけですよね。それはもう、そのとおりに行かなくて……。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）県との協議におきまして時間を要したため、正直な話が計画どおりいっておりません。
　これによりますと最終的には１１月２４日の公告ということで、８カ月間のおくれがあったということでございますが、受け付けのほうは先ほど申し上げましたように７月から受け付けを開始したということでございます。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）これをやるときに、基礎的な資料としてアンケート調査をやるということでしたね。そういうものに基づいての見直しであったと思うんですけども、これはでき上がった段階で住民の皆さん方にどんな形でもって知らせるっちゅうかね。ここは農振除外地ですよとか、あるいはここは白地とか青地とかいう、そこら辺のあれですよ。これはどんな形でやるんですか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）原則的には、法的には公告等の縦覧、法的な面によりますとそうなりますが、農家の方につきましては一々見に来るわけにはいきませんので、基本的にはこの農振地域につきましては補助整備区域がほとんど農振地域ということで把握できますので、それ以外の農地につきましては、うちのほうの地番等で管理しておりますので、それで問い合わせによって把握する以外にないと思っておりますし、また図面等ができておりますので、そこらで周知ができるのかなというふうに考えております。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）そうしますと、その成果品をそれぞれがなんしたときには、閲覧か何かに行かないと自分ところのあの辺はどうなったかっちゅうのはわからんわけね。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）そのとおりでございます。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）その中で、これは町の関係なんですけれども、総合計画の中に企業のニーズを踏まえた企業誘致を促進すると。その実現のために農業振興地域にある土地利用規制の見直しを検討して、都市計画等の導入、県等と合わせて現状では不足している必要な用地の確保を進めますと。
　今度やった農振除外の中に、わかりやすく言いますと交渉のそういったものを、この地には使うんだということを明確にこの総合計画等に基づいてなされておるのかどうか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）私どもの考えからいきますと、まず、当初町の方針ということで答弁していたと思いますが、集落内の農地等につきましては農振除外という方針で、県のほうに作業を進めていくということで答弁していると思いますが、その後協議の中で、この点につきましては県が認めないということをいただきましたので、そういうことからおくれた点もございますが、結果論といたしましては、農業振興地域の目的でございます農業を守る観点から言いますと、今、御指摘のありました点については含んでおりません。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）最近、その地方分権なり地方主権とか言われる中で、やっぱり本町のことは本町が考えてやらなきゃならないのに、依然としてやっぱり県あたりの考えで、ここはだめだよと。そういうものはやっぱりまだ依然として強く出ているわけですか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）結果論から見ますと、そういうふうに見えるところがございます。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）４,０００ヘクタール今まで指定されておったものが、今度の見直しの中で、振興地域が大体、何ヘクタールぐらいになったんですか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）まず、見直し前が４,１５２ヘクタールでございました。見直し後が同じでございます。これにつきましては、青地、白地がありますので、当然そうなるかと思いますけども、青地につきましては、１,０６７ヘクタールから１,０８５ヘクタール。これはちょっとふえておりますが、これは補助整備等におきまして、当初の問題でございますが、補助整備地区内の農道あるいは水路等が農振の面積に入っていない地域がございましたので、そこらがふえたということでございます。それから、白地につきましては３,０８５ヘクタールから３,０６７ヘクタールということになっております。以上でございます。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）それでは、こういうものの作業が見直されて成果品ができた中で、これからのこういったもろもろの除外なり転用といった手続が、これを一つのベースにしてスムーズに行くと考えていいわけですね。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）見直し作業が終わっておりますので、当然そうなります。
○５番（安元慶彦君）終わります。
○議長（村上正弘君）安元議員の質問が終わりました。再開は１時２０分です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　休憩　午前１２時１１分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再開　午後　１時２０分

○議長（村上正弘君）休憩前に引き続き会議を開きます。

　なお、皆さんにお願いをいたしますけれども、少し聞きにくいという声がありますけれどもボリュームをいっぱいに上げておりますので、質問・答弁ともに少し大き目でお願いをしたいと思います。
　それでは宮崎議員、登壇ください。
○２番（宮崎昌宗君）議席番号２番　宮崎です。一般質問を行います。大きく分けて４点について質問いたします。
　１点目、農業について。
　２点目、明るいまちづくり推進事業、イルミネーションの補助事業について。
　３番目、住民目線での町政について。
　４番目、情報公開について、大きく分けて４点質問いたします。
　質問が多岐にわたりますので、自席において一つずつ質問していきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）申されますように、多岐にわたるので私から直接はオンブズマンの情報公開、その点だけ答弁をさせていただきます。後は課長のほうから。済みません。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）それではまず１点目の農業について、質問をいたします。
　農業用ため池の補修に対する町の考えとして、上毛町は農村地域ということでたくさんの農業用のため池があるかと思いますが、大分古くからあるため池が多いようで、補修等が必要になっている池も多いかと思いますが、その維持補修に対する町の助成とかそういったものの現状はどういったものなのか、お答えください。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）それでは、ため池等の農業施設につきましては、原則としては水利管理者または受益者におきまして維持管理をするというのが原則でございますが、補修費等に対しまして、町からの助成といたしましては、農業土木事業の補助金、それから県の農村環境整備事業、それから国のため池改修事業等の活用による補助がございます。
　また、災害により被災した場合は、受益者負担のない農業用施設災害復旧事業等がございます。これらを活用してため池等の補修等の対応をお願いしたいと考えているところでございます。
　なお、町の施行例といたしましては、町単独の小規模事業以外では現在、矢方池改修事業を県営事業で行っておりますし、内ノ蔵池を災害復旧事業で。また、簡素な補修等につきましては農地・水・環境保全向上対策の中での活用ということで、維持管理の補修を行っているという状況でございます。以上でございます。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）私もある水利委員会とかに入って議員をやっているものですから、そういった顧問ということで招かれたりして行くんですけど、そういった中で今、管理しているこういうため池が決壊、補修が必要だという話になっているんですけど、なかなか全体的に補修すると災害か何かで壊れていないと出ないと言われたと言っています。
　もし決壊してしまえば、ため池の修繕でなく二次被害、例えば土砂が流れ込んで民家をつぶしてしまったりとか、時期によってはもう米が１年つくれなくなるような場合も、二次災害の対応もしなければいけない。そういった点では、決壊とかするぐらいなら予防的に補修して、安心安全な環境整備を行うべきだと考えますけど、そういったふうにはできないでしょうか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）基本的にはそのとおりと思っていますが、通常、管理監修といいますか、管理者の方で見回り等を行って、災害になったら大変困りますので、その前に防護してもらうという観点から、点検等はぜひともやってもらいたいというふうに考えております。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）先ほど、休憩時間中にほかの議員さんから御指摘があってこういったことを聞いてくれと言われたんですけど、何カ月か前に、池のあたりをうろちょろしている人がいたと。声をかけられたら、その方は行政の方に頼まれて池を全部調査していると。漏れている状況とか、そういうふうに調査しているというふうなことだったそうです。
　ちょっと今、手元にないかもしれませんけど、そういった調査されたそうですけど、そういった結果というのはどのようになったんでしょうか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）多分、今調査しているのが、土改連、水土里ネットのほうが地理情報を把握するために、各地区のため池の写真とかそういうものの情報の収集のために調査をしているということは聞いております。
　ただ、それは地理情報の中で反映をするということでございますので、できてみないとわかりませんけれども、そこらはできる情報があれば公開できるのではなかろうかと思っております。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）ということは、あくまでも地理上の調査をしているだけで、それは水漏れとかそういう調査ではないということですかね。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）事務的な調査でございますので、御指摘のとおりでございます。
　点検等の調査につきましては、先ほど申し上げましたように環境保全を活用しての点検とか水利管理者のほうで点検をお願いしたいと思っております。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）続きまして鳥獣害対策についてですが、先ほど安元議員も質問されておりましたのでほぼ同じ答えになるかと思いますが、鳥獣害対策につきまして、ずっと防護さくとかでかなり対策はとられていると思いますけど、しかしその防護さくができて確かに多少は減ったかもしれませんが、そのかわり今まで出てこなかったところにイノシシやシカが出てくるような現状になっているという話をよく聞きます。県道だったり道路だったり生活地に出てきて、車がひきそうになったとか事故になりそうになったという話を最近よく聞きます。
　そういったことで、もうさくをめぐらしても頭数が減るわけではないので、やはり確実に頭数そのものを減らすべきだと思います。そういった中で、本当に猟師、箱わなにしても銃にしても、そういったのをどんどん推進していかないといけないと思いますけど、今、上毛町独自でそういった猟の補助とかされているのがありましたら、よろしくお願いいたします。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）安元議員の質問のほうでもお答えいたしましたが、御指摘のとおり守りの対策でございます防護さく等の設置、あるいは攻めの対策であります銃器、箱わな等による被害防止ということでございますが、攻めの対策を行うことによりまして、イノシシ、シカの頭数が減るということも考えておりますので、そのためには鳥獣捕獲員あるいは箱わな免許の所持者の増員の確保ということで、確保をしなければならないということも認識しております。
　具体的には今、県のほうで福岡県有害鳥獣対策強化事業というものがございまして、箱わな等の免許の取得者につきましては、幾らかの補助が、５,０００円弱ぐらいの免許取得に対する補助がございますので、これらを活用しての推進ということも考えられます。以上です。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）そういった補助事業とか、助成とかされているようですけど、ここ最近、五年とか十年とかでふえた数がもしおわかりだったらお願いいたします。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）ふえた数と申しますよりも、先ほどお答えしたんですけども、２２年度の今現在の捕獲頭数ということで答弁させていただきますと……。

○２番（宮崎昌宗君）いや、免許を持っている方。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）免許のほうですか、済みません。
　免許のほうは、新規の免許の方は現在のところおりません。一番若い方で５３歳ですかね……、捕獲員ですよ。免許取っている方が捕獲員になりますので。捕獲員自体で一番若い方が五十二、三歳の方で、新規の方はおりません。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）先ほどの答弁のように、捕獲員がふえないということは、場合によっては捕獲員の方が自然減という形で減っていくようなおそれがあると思います。安元議員の質問のときにも答弁はあったと思いますけど、結局福岡県が、銃の所持が大変難しいというのが一つの原因だと思います。
　例えばそういったのを、保管場所を確保して猟に必要なときだけ銃を使えるようにするとか、そういう形で県と協議して、そういうふうにとりやすくというふうにはできないんでしょうか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）先ほどの答弁で、国内において福岡県が一番免許が取りにくいということでございますが、この要因は、ちょっとこれは言葉が適切かどうかわかりませんが、暴力団の数が多いということで、県警のほうが取得についての許可を与える場合に厳しい審査があるということです。そういう観点から、免許の合格者が少ないということは聞いております。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）次に、農地・水・環境保全の事業でございますけど、来年度でたしか一区切りとなる５年目になるかと思います。
　そういった中で、５年目以降、各保全隊の動向、つまり続けていこうとかやめようとかそういった動向というのは何か把握しておりますでしょうか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）現在２９組織が活動しているわけでございますが、これは大変いい活動と申しますか、ぜひともやってもらいたい活動でございまして、一応事業としては来年度で終了ということになりますが、継続の有無につきましては、正式にはまだ組織のほうには聞き取りは行っておりませんが、多分継続されるのではなかろうかと思っております。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）私もある保全隊に聞いたところによると、もう実際、保全隊を中心にされている方はもう、６０後半とか７０の方が多いところが多いみたいです。そういった中で、じゃあ後５年後考えたときに、６５の人は７０、７０の人は７５、できるかなという不安でもう……。やっと５年終わった、終わってしまったっちゅうような安堵感とか、どちらかというともう５年目以降はないようなニュアンスで話されている方も多いんですよ。
　そういった中で、大変いい取り組みが担い手不足という形で事業を継承できない隊もあると思いますけど、それに対する対応というのを、あと１年ありますけど、とっていかないといけないと思いますけど何かお考えというのはありますでしょうか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）最新の情報でございますが、国の２３年度の予算要望では、現在の環境保全向上対策のメニューを改編いたしまして、新たに２３年度におきまして直接支払い制度の追加、具体的には農地・水・保全管理支払い、あるいは環境保全型農業支払いということが上げられておりますので、充実したメニューになろうかと考えております。
　来年度新しくできますので、先ほど申し上げましたように、そういう事業ができたということで多分、そこらも含めて継続されるんではなかろうかということでございます。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）確かにメニューは充実して金銭的な面のメリットも出てくるかもしれないんですけど、一番の問題というのは担い手がいないっちゅう問題だと思います。幾らお金を出しても──雇ってすればいいかもしれないですけど、なかなか雇ってするというのは難しいと思うんですね。実際、保全隊で働いている方は、時給何ぼとかもらってしているんですけど、じゃあ外部の方を入れてそれがうまく機能するかというのは、また難しいかと思います。
　町長は、上毛町の進化として自然や農産物というのを上げられていました。その自然や農産物というのは、保全隊を初めとした住民の方々の努力で成り立っていると思います。しかし今、担い手不足ということで、そういった上毛町の進化というのがゆっくりと、じわりじわりと危ぶまれている状態になっているんじゃないかなと思います。そういったために、担い手を確保する政策または担い手にかわる政策を導入して、上毛町の進化を保っていく必要があるかと思いますけど、町長はどのようにお考えでしょうか。

○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）この人的な部分にかかわって、つまり後継者ということになるわけでありますけれども、これはもう農業のみならず全ての分野にわたって後継者不足ということは考えられるところですね。
　ですから、そういう視点から考えてまいらなきゃならないわけでありますが、先ほどの環太平洋経済対策策定の問題と関連するわけでありますけれども、もう財政ということ──日本では経済でありますけれども、町では財政と置きかえればいいと思うんですが、考えていきますと、人を雇用するという部分はほとんど上限を満たしていると。したがって、よそから、つまり町外からそういう方々を招聘すると、あるいはおいでいただくというようなことを考えなきゃいかんだろうということが、最終的には我々に求められると思うわけですね。
　つまり簡単に言いますと、もう公社化するとか企業化するとか、そういうことも考えないと人員の確保あるいは後継者の育成というのは困難になるだろうというふうに考えていかなきゃならんだろうと思っております。
　したがって、農業の振興にしても、今言った環境の整備にしましても、これ以上、とりわけ中山間地域に対する手当というのは無理だろうと。お金でできる問題ではないだろうということになりますと、必然的によその方々、地区の方々にお願いをすると。
　だけど、よく考えてみると、こういう状況というのは何も上毛町のみならず、周辺の自治体がみんな同じような人口構成になっていると思うわけでありますから、なかなか困難でありますけれども、しかし可能であればそういう方向をやっぱりとらざるを得ないだろうというふうに思っておりますし、農業もやっぱり最終的には企業あるいは公社、そういう方向で振興を図るということが上毛町にも……。もっとも時間はかかるわけでありますけれども、方向性としては考える必要があるんじゃないかという気がしてならないわけでありますね。それにはまだ時間があるわけでありますから、今からそういった状況を考えながら私どもは対応をやるべきだろうと思います。
　別の角度からいきますと、それだけの財政的な蓄積ということをお互いがお互いの中で我慢し、あるいはそういう方向の中で基金等も積んでおいて後世に。それで、不足は皆さんのほうで知恵を出して求めてもらいたいと。そのために準備はしておくよというような方向も、もう一つの側面からはとるべきだろうというふうに思います。
　いろいろ申し上げましたけれども、結論から言いますと、人材の育成あるいは補充というのは大変難しい局面に今上毛町は至っておると。それを解決するのがこれから一番最大の、私どもに課せられた課題だろうというふうに思います。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）先ほどの答弁の中で、公社化だったり企業化だったりということで、本当にいい考えだと思います。
　保全隊にしても、こういうことは本当にできるかわからないんですけど、保全隊の人も入ってない地域もあると思います。ということは、難しいことかもしれませんが上毛町全体を一つにして、公社化して、それを例えば、春夏秋は草を刈って、冬は狩猟、イノシシやシカをとって、春は山菜をとってといったふうな仕事というのが成り立つんじゃないかなとちょっと思いました。
　そういった中で、まだ何とか高齢者で元気な方が多くいらっしゃいますので、ここ５年とか１０年のうちにそういった公社化とかそういうのができて、そういったので上毛町の環境を保全していければと思います。そういったふうに取り組んでいただきたいと思いますけど、町長どうでしょうか。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）今お伺いのとおり、そういうふうに私も考えたいと思います。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）では、次の質問に移らさせていただきます。
　明るいまちづくり推進事業について質問いたします。明るいまちづくり推進事業ということで、イルミネーションの補助を行っております。この事業の行政効果、必要性をどのように考えているのかお答えください。また、今年度の助成実績、助成件数、金額等、またこれまでの年度ごとの実績をお答えください。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）それでは、明るいまちづくり推進事業についての行政効果及び必要性についてお答えをいたします。
　行政効果でございますが、明かりがあることで農村の暗いやみのイメージが明るい町のイメージに変わり、町のＰＲにもつながるものではないかというふうに考えております。そしてまた、明かりをともすことで地域に連帯感が生まれ、地域全体の防犯意識の向上にも寄与するものと考えておるところでございます。
　人工的な光の少ない農村部では、イルミネーションが幻想的な世界をつくり出すため、町内の住民はもとより町外からの見学者が来ることも期待できるのではないかということで、人が訪れれば上毛町の知名度も上がってくるのではないかというふうに考えておるところでございます。
　今年度やこれまでの助成実績でございますが、今年度は２６件の交付決定をいたしておりまして、交付決定額２９万９,３４９円ということとなっております。今現在、イルミネーションのほうを点灯していただいておるところでございます。これまでの実績といたしましては、平成２１年度２４件、平成２０年度２４件、平成１９年度３３件、平成１８年度２９件の、以上の補助を行っておるところでございます。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）町の広報を見たところ、点灯期間というのがおおむね１２月ぐらいに点灯してくださいという話だったんですけど、冬の寒い夜空というのは１月も２月も寒い夜空だと思うんですけど、この期間も点灯するべきだと思いますけど、これはもう１２月いっぱいで終わりっちゅうことですかね。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）上毛町の明るいまちづくり推進事業の補助金の交付規定の中で、この事業につきましてはイルミネーション等で照らす期間は１２月の１カ月間としておりまして、時間は午後６時から午後１０時までということで、一応規程のほうで規定をしております。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）これは住民の方々が個人個人イルミネーションで家を飾り、そういったものを楽しむのは本当にいいことだと思いますし、これはこれでいいと思うんですけど、ただイルミネーションの購入に対して、行政として助成金を出す必要性はあるのかなというふうに思います。
　また、コンテストも同時にされていますけど、むしろされている方というのはお金どうこうじゃなくて好きでやっていますので、行政改革大綱にも助成を見直すと、ゼロベースで見直すというふうに書かれています。そういった中で、行政として助成金を出す必要はあるのかなと思います。
　また、もしやるならばコンテストをされていますが、それを充実させる方向へ事業を転換すべきだと思いますが、いかがお考えでしょうか。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）補助金につきましては、新規に買った電飾器具の購入に対する補助金を行っておりまして、本年度はＬＥＤ、発光ダイオードの購入に関しましてそれに対する補助を行っておるところでございます。
　コンテストにつきましても行っておりますが、先ほど議員言われたように、充実することは大切なことではないかと思っておりまして、このコンテストを開催することによって、していない住民の方々にも、こういうイルミネーションの美しさを見てもらって参加していただくような方策をしていきたいというふうに思っております。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）それで、行政効果として農村の暗いところを明るくするというふうにあったんですけど、私の妻の話で申しわけないんですが、田舎に来て初めて空を見たとき、わあ、きれいだと。やっぱり農村は暗いから星がよく見えるんだということで、大変都会育ちの者は感動していたようでございます。上毛町の本当の進化というのは、そういった自然環境でやたらよく見える星空だと思いますけど、どちらのほうが優先だと思いますか。

○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）大変申しわけないんですが、私個人としてはああいうイルミネーションを見ると心が温かくなるような気がいたしております。人それぞれだと思いますので。大変申しわけないんですが、個人的な意見でございます。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）私としては何かこう繁華街に行ったような気分になりますので、ちょっとどうかと思いますけど。
　それで、私が一番言いたいのは、イルミネーションを家庭で楽しめる方というのは、家を持ち、イルミネーションを買って電気代も負担して、言ってしまえば余裕がある方だと思うんですね。そういった、要するに恵まれた方、恵まれる努力もされたと思うんですけど、恵まれた方がより恵まれる行政の助成事業というのは本当に必要なのかなと思います。
　また行財政改革の中でも、補助金の見直しを毎年ゼロベースで行っていくとあります。ぜひ続けてほしいという声もあるかもしれませんけど、補助を見直して、そのかわりコンテストを充実するという形のほうがより上毛町にとっていいのかなと思いますけど、いかがお考えでしょうか。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）先ほども言いましたように、ＬＥＤの発光ダイオードを使用しておりまして、それを普及させるためにもこの補助事業は必要ではないかというふうに考えておるところでございます。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）助成、補助事業に関する質問のついでに提案いたしますけど、今までずっと米粉パンを進めていこうとか、促進していこうという提言をされている議員さんも多くいますが、最近、あるメーカー、三洋さんが普通の米からパンをつくれるホームベーカリーというのを販売されております。大体定価５万円ですけど、今品切れで、ネットオークションにいくと８万とか１０万とか高価な取り引きがされているんですけど、いずれ価格も落ち着き購入できるようになるかと思いますが、こういった食育の推進とか農業を基幹産業だというこの上毛町だと、私は何のかかわりがあるわけじゃないんですけど、このような米からパンがつくれるようなホームベーカリーを助成するとか、そういったほうが町のキャラクター、位置づけに合うんじゃないかなと思います。
　特に、ＬＥＤの事業といっても１年間の１か月もない期間の補助だと思います。パンであれば毎日食べる方もいらっしゃいますので、そういった行政効果というとそちらのほうが高いと思いますけど、そういったことを導入されるというような検討をしてはいかがでしょうか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）米粉ということでございますので私のほうから答えさせていただきます。
　御指摘のとおり、今メーカーさんが米を入れればすぐにできるパン、米粉パンですかね、できるという……。

○２番（宮崎昌宗君）米です。米粉じゃないです。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）ああ、米を入れれば米粉にしてパンができるという機械を売っておりますけど、原則的には地産地消を推進する観点から大変いいことだと思いますが、原則論としては１社ということでございますし、価格も高いということで、助成ということも。今後、住民課のほうでコンポスト、製品に対する助成等もありますので、この機械につきましても──将来的には、メーカーがある程度出そろえばそういうものも視野に入れての助成措置も考えるんではなかろうかというふうに考えております。
○議長（村上正弘君）宮崎議員、質問の通告で、全然関係ないことはないとは思うんですけども、通告制ということで、余り離れ過ぎる傾向があると思われますので、注意して質問してください。どうぞ。

○２番（宮崎昌宗君）通告外の質問、失礼いたしました。
　では続きまして３番目、住民目線での町政を質問いたします。
　昨年の１２月議会で、住民目線で町政に努めるというふうに町長が所信表明でおっしゃっていたと思います。そのとき、それに対して一般質問でどのような具体的な取り組みをしますかと質問したところ、具体的な取り組みにはまだ至っていないとの答弁でした。
　この１年間で何か具体的な取り組みに至ることがありましたら、教えてください。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）それでは私がかわって答弁をさせていただきます。
　１２月の議会で、いわゆる住民目線での行政はどうあるべきかということの質問に対して、町長が答えたあらましなことですが、基本的には職員の対応がまずあるべきであるということと、もう一つは事業、行事等の推進に当たっては、町民の皆様の立場に立った計画立案を基本に行政を推進するべきであるという２点を町長は答弁されたというふうに考えております。
　まず最初の、職員の対応についてでございますけれども、職員に対しては常々、窓口対応に限らず住民等と接するあらゆる機会におきまして、気配り、それから親切丁寧な対応等、接遇の大切さにつきまして、課長会等を通じて周知徹底を図っておるところでございます。また失礼な事象が発生した場合においては、その件について真摯に受け止めまして、直ちにその問題についてみんなが情報を共有し速やかな指導改善に努めておるものでございます。
　それから、住民の立場に立った行政の推進という部分でございますけれども、住民の意向または要望に基づいて実施、または実施していると考えられる明確な事業をあえて申し上げますと、山村地域の観光振興であります東上地区での、主に岩屋の滝の周辺整備、それから蛍の里遊歩道の防護さくの設置、それから松尾山の駐車場の整備、さらに旧東上小学校跡地への企業の誘致、これに関しても地元との、同じレベルでひざを突き合わせて十分な話し合いを行ってきたという意味で、そういった部分に該当するだろうというふうに思っておりますし、西友枝小学校校舎の活用について、現在地元等と協議をいろいろ重ねながら検討しておるという状況もございます。
　そしてさらに、アンケート結果を考慮した水道基本計画の策定、それからワークショップでつくり上げました地域づくり活動事業の推進、それと同じく定住人口増加調査事業に基づく空き家調査なども、住民の意向が反映されたものと考えておるところでございます。
　それから行事に関してでございますが、強いて言えば、実行委員会形式で行っております上毛祭り、それから文化協会が行います文化祭等は、それぞれの住民の意向が反映されたテーマで盛大に開催されておるという現状がございます。
　それからさらに一つ申し上げますと、経営の安定とサービスの充実を目指しました診療所を含む３施設の譲渡につきましても、民意の反映の一つというふうにも考えられるのではないかというふうに考えております。以上でございます。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）それでは、これに対して特に追跡の質問はございませんので、次の質問に移りたいと思います。
　住民に対する情報公開ということで、昨年もこういった質問を行ったんですけど、市民オンブズマン福岡の発表におかれまして、上毛町が福岡県内市町村の情報公開ランキングで６１市町村中５５位、ワースト７位。昨年に引き続き最低レベルの評価でありました。
　ちなみに近隣市町村である吉富町５６位、豊前市５８位でありました。近隣市町村並みと言えば市町村並みなんですけど、余りいい市町村並みじゃないかと思います。この評価に対する行政としての考えがございましたらお答えください。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）市民オンブズマンの評価そのものについて、私どもは異論を唱える立場ではございませんし、それはそれなりに皆さん方もまた評価をされる一面もあろうかと思うわけでありますけれども、私個人といたしましては、この評価に一喜一憂する必要はないんではなかろうかと思っております。
　行政というのは、あくまでも住民の皆さん方に、町民の皆さん方に対する、我々が公開すべきあるいは周知を図るべきことをきちんと図っていけば、それで十分であろうと思っておりますし、それ以外の方々からいろいろな――これは示唆か、あるいは助言か、あるいは苦言かわかりませんけども、そういうことに余りとらわれる必要はないのではなかろうかと考えます。

　つまり、皆さん方の努力で議会だよりを発行されておられます。あれもまた情報公開の一つであろうし、広報でいろんな行事あるいは施策等も毎月毎月住民の皆さんにはお知らせをしておるわけでございますので、それ以上公開するという資料は、あるいは私どもがなすべき情報というのは、私は必要ないのではなかろうかという気がいたします。
　つまり町としては、住民の皆さんにそれなりの――それなりというのは、こちらが十分だという意味でありますけれども、情報をお知らせし、なおかつ行政をスムーズに推進することが課せられた使命であって、それ以外にはないだろうと考える、こういうことでございます。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）これは昨年も質問したんですけど、上毛町というのは行政力も弱く、７割は国や県からの交付税等で運営されているのが事実でございます。
　そういった観点からしますと、積極的に公開しなくてもいいかもしれませんが、やはり町民だけでなく国民県民に対して情報公開をしてもいいんじゃないかなと思いますけど、そういった観点では必要ないというふうにお思いでしょうか。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）町外の方々は、必要であればインターネットに掲載が可能でありますので、それをごらんになればいいわけで、殊さら我々が上毛町の情報公開、こうでありますよというのを、例えばメディアを通じて発表する必要はないだろうと。必要な方が、必要であれば上毛町の情報をそういうメディアを通じて、通信手段を通じて御存じいただければいいのではなかろうかというふうに考えます。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）こういった情報公開の、ただランキングだけじゃなくて、どういった点が問題なのかっちゅうふうなことも発表されていたんですけど、その中に、公開の相手先というのが、広い意味の住民に限定しているのが行橋市、水巻町、添田町、糸田町、吉富町、上毛町の６自治体というふうになっています。つまり町に関する人しか情報公開、請求権者として認めませんよということが、低い判定の結果の一つになっていますので、そういった上毛町に限らず、上毛町の方でも情報公開できないからそういう低い評価になったんじゃないかなと思います。
　行政改革大綱の中で、説明責任を十分に果たすとともに情報公開を推進すると記載されております。そういった意味で、情報公開というのは可能な限り進めていただきたいと思いますし、情報公開で高評価の自治体の多くというのは、行政のトップの政治姿勢で実現されています。

　町長は先ほどの答弁のとおり、今の現状で十分という認識ということで間違いないでしょうか。

○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）私の政策等につきましては、決算報告あるいはそれ以外の年頭、あるいは行事、事業のときに皆さん方に発表するわけでございますが、私は公表した、つまり約束したことが全てそのとおり実施されている、あるいは１００点満点で換算したら９９.９％ぐらいは実施されているというふうには考えておりません。まあ６０％ぐらいは実施されておるのかなと考えておりますし、それで不十分と言われればそのとおりでありますけれども、しかし町の現状を見てみれば、マイナスの四十何％はこれからの課題であるというふうに受けとめて、強いて言えば来年度にその分を補足し、あるいはまたプラスアルファの部分をつけ加えて、町民の皆さん方のために、あるいは町の発展のために尽くすということであろうかと考えておりますし、私のこれまでの１年を振り返ってみて、そういう考え、感想を持っているというのが今の実情でございます。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）行政の考える情報公開の充実度と、また第三者機関の、民間的に考える情報公開の考え方は開きがあると思いますし、どっちが正しいかというのはまたわからないところもあると思います。
　少なくとも言えるのは、明るいまちづくりというのは明るい情報公開から始まると思いますので、電気的なきらきらしたもので、物理的な明るさで町を明るくするのもいいんですけども、そういった意味でも政治姿勢で町をこれからも明るくしていただきたいと思いまして、質問を終わります。以上です。
○議長（村上正弘君）宮崎議員の質問が終わりました。
　５番　中議員、登壇ください。
○７番（中　　宏君）７番議員　中宏です。一般質問をさせていただきます。
　町の食育のまちづくり条例の前文には、「町民一人ひとりが「食」の安全、栄養及び食糧自給率の問題など「食」に関する様々な知識を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てるため食育の推進により、生涯にわたって健全な心と身体を培い、豊かな人間性をはぐくむとともに、豊かな食環境と伝統的な食文化を担う子どもたちが「生きる力」を身につけるためには何より「食」が大切である」とし、「地産地消、食の安全、環境保全を基本とした食と農のまちづくり及びそのための食育の実践を強力に推し進める」とあります。
　既に条例が施行されて２年を経過していますが、その間どのようなことをしてきたのかお伺いをいたしたいと思います。
　それともう１点につきましては、農業用施設の災害復旧事業についてお伺いをいたします。なお、具体的には自席より質問いたしますので、執行部におきましては的確明瞭な答弁を期待して、壇上からの質問を終わらせていただきます。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）中議員の質問につきましても詳細が多岐にわたるので、課長のほうから答弁をさせていただきます。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）それでは早速質問させていただきます。
　まず地産地消と食育についてということで、条例が施行されて今日までどのようなことをしてきたのか。食育のまちづくり推進会議の会長であります、奥野副町長にお伺いをいたします。
○議長（村上正弘君）副町長。

○副町長（奥野勝利君）お答えいたします。
　食育まちづくりの推進会議の委員の互選によりまして、会長を拝命いたしておるところでございます。会長といたしまして、運営委員会の会務を総理いたしておりますけども、庶務につきましては教務課において処理されておりますので、御質問の趣旨が具体的な内容に及んでございますので、教務課長のほうが答弁いたします。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）それではまず平成２０年９月に条例が施行されて後の食育推進の取り組みを述べます。
　まず２０年１１月２１日に推進会議の設立を行いまして、その際、推進計画の策定を決定いたしまして、その後２１年度にかけまして７月、１２月と推進会議を開催し、２１年の１２月に推進計画ができ上がったところでございます。
　それから各部会でございますが３部会、地産地消部会、それから食と健康部会、広報部会がございますが、２０年度から２１年度にかけての活動につきましては昨年、２１年の１２月に完成しました推進計画の内容についての検討という形で、それぞれ２１年度末３月に行いました会議におきましては、今後の方向性を検討いたしておるという状況でございます。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）一応、推進計画まではできたと。だけど具体的な行動自体はまだ入り込んでいないということですが、今、ＴＰＰの問題等もいろいろ出てきとる中で、やはり町としての基本というのは農業にありますので、農業のことにつきましてこういう立派な条例もできておるということでございますので、より積極的に行動を起こしていただきたいと考えてございます。
　次に、学校給食におけるこれからの食育について、どう推進していこうとしているのか。一度身についた食生活を変えることはなかなか難しいということで、やはり小さいときからそういう食生活を身につけるためにも、やっぱり食の教育というのが大切ではなかろうかと考えますが、その点どう考えておりますか、お伺いしたいと思います。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）学校給食における食育の取り組みでございますが、特に児童、生徒の時代から食生活に関する考え方を身につけるというのが非常に重要であるという部分と、本来、食育の目的であります、知・徳・体に加えて食育と、なお食育が上を行くというふうな言葉もあるような形で進めてまいりたいということで、特に食と健康部会におきましては、各学校長それから養護教諭、栄養教員等も参加した形で学校における食育について取り組みを進めて、部会のほうでも進めておるところでございます。
　今年度も先般、推進会議を開きまして、２２年度以降の行動計画をつくって学校における食育の取り組みも今後、強固に進めていくということで確認をいたしたところでございます。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）今、学校給食はもう全部、御飯なんですかね。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）米飯は週４回でございます。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）先ほども米粉の活用というのがほかの議員さんから出てございましたが、私もこの米粉につきましては再三、質問なりしてきたわけでございますし、この機械自体を入れて試験的にやるんだと言っておりますが、そのことにつきまして具体的にはどのようなことをされておるのか、お伺いしたいと思います。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）米粉用の製粉機につきましては、道の駅のほうに管理をお願いしておりまして、主に出荷者が利用している状況でございます。また、これ以外には、米粉の普及活動の一環といたしまして料理研修会等におきましても活用をしております。
　道の駅によりますと、この機械で製粉した米粉につきましては、常時２０袋程度を店頭に補充をしながら用意をしておるということでございます。それから、現時点でございますが、５カ月間でこの米粉のほうが３１４袋の販売実績があるということでございます。また、今後の活用といたしましては、この機械を活用しての店頭販売の推進はもちろんのことでございますが、消費者自身が米を持ち込んでの製粉による米粉の活用も計画をしているということでございます。以上でございます。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）この米粉自体、村のパン屋さんと提携して学校給食なり、またパンとして売り出しをするというようなことは考えてないんでしょうか。

○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）現段階で、村のパン屋さんの米粉パンですと、学校給食に対する単価が非常に高い部分と、１点が現在、福岡県の学校給食会のほうの米粉パンにつきましては２学期中、２度ほど全校生徒に試食をしてもらっているところでございますが、副食とのバランスですね。２回の調査の場合、１回は非常に食味がいいという好評だった部分と、もう１回は若干不評の数のほうが多かったようなケースがあるんで、そこら辺さまざまな検証をかけていきたいというふうに考えておるところです。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）まだ試作というか、試行錯誤の段階でいろいろ問題が出てこようかと思いますが、やはり将来、米の需要拡大ということになりますと、米粉の加工活用というのが重大になってこようかと思ってございますので、積極的に取り組んでいただきたいと思います。
　次に、地産地消の推進と、なかなか覚悟はいいわけでございますが、本町では何がどれだけとれておるのか。またそれはどのように消費されているのか、調べたものがありますれば御報告を願いたいと思います。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）生産量ということでございますが、生産量につきましては、農林統計協会が発行しております統計年報あるいは生産調整、ＪＡ等の指導で生産データ等は把握をしております。その中で、主な生産物につきましては御存じのとおり、米で約５３０ヘクタール、麦で３８７ヘクタール。野菜で、これはいろいろありますが、面積で言うと約７５ヘクタールぐらいあるのではなかろうかと思っておりますし、町内の消費につきましてはＪＡ出荷とか、あるいは個人での市場出荷等がございますので、個別の消費つきましては把握はしておりません。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）地産地消を推進していくということになりますれば、具体的に何がどれだけとれて、地元でどれくらい消費されているのかということはぜひ調査をする必要があろうかと思いますので、具体的な調査に取り組んでいただきたいと考えてございます。
　次に、本町の農産物の自給率というのは、具体的に先ほどの質問の中でも答弁されておりましたが、１２７％ということですが、これは穀物については当然かと思いますが、ほかの野菜なり乳製品といいますか畜産物等につきまして、数字はなかろうかと思いますが、大体どのくらいだというものがあれば御報告願いたい。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）町全体の自給率ということで、先ほど１２７％、１７年か８年のデータということで増減がなくて、ほぼことしも同じぐらいであろうということで答弁しておりますが、農産物自体の自給率につきましては正確な数値はもう把握しておりません。
　しかしながら先ほどありましたように、主要産物でございます米、麦、大豆等につきましては、これは非農家の方は町内産以外の米等の購入もあるかと思いますが、数値的には生産量が多いということで、御指摘のとおり相当数１００％を超えるというふうに見込んでおりますし、また野菜等につきましても町内で生産されている品目、生産量等把握できておりますが、ＪＡの出荷等による野菜等もございますので、これは町外消費が主になりますので、町内消費につきましては道の駅あるいはさわやか等で、個別出荷等もありわかりますけども、数値的にはある程度高い水準になるというふうには確信しておりますが、先ほど言いましたように正確な数値につきましては、町外で消費されるものがございますので、町内個々のものにつきましてはちょっと把握できてないということが現状でございますが、５０％以下になるんではなかろうかというふうに見ております。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）これもなかなか把握自体が難しいかと思いますが、できるだけ地元でどのくらいなっているのかということにつきましても、あわせて調査をお願いしたいと思っております。
　次に、先ほども話が出ておりましたＴＰＰにつきまして、世界の中でも考えますと、どうせ国のほうはこういうことで取り組んでいかなければならないというような時期的な問題になってきておるように感じます。そうなりますと、例えば自給率が４０％、今５０％にするんだというような目標を掲げておりますが、逆にこれは下がってしまうというのが現実に考えられます。このような中にあって、あるいは地方分権、地方の時代だという中で、上毛町といたしまして農産物、食料の自給率１００％を目標に掲げての町おこし運動をやるというようなことは考えてございませんか、町長。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）お考えは、もっとも私どもが尊重すべきお考えだろうというふうに思うわけでございますけれども、完全自給率という中身が一体何なのかということを考えてみますと、例えば米、麦、大豆ならば、それは先ほど産業課長が言いましたように可能性はあるわけでありますけれども、肉あるいは魚というたんぱく源を中心にしますと、これはもう本町で充足することはできないということです。
　カロリーベースという話がございますけれども、私はそのカロリーベースというのが一体どんな内容なのか検討がつきませんので勉強しなきゃいかんと思うわけでありますが、いろんな意味で、簡単に申し上げまして完全自給率１００％というのは困難であろうと。
　したがいまして、やっぱり外部からの購入なり搬入なり、あるいは充足をしなければ町民の栄養あるいはエネルギーの調達は困難であろうと考えますので、方向性としてはおっしゃるとおりそういう方向で向かうべきだろうと。
　とりわけ、今おっしゃいましたようにＴＰＰを考えますと、なお一層その感を深くするわけでございますから、そういう事態になったときにどうするかということを考えますと、完全自給率を達成するというのは、目標でありますし念願でありますし、それに向かって努力するということをここではお答えさせていただきますが、具体的に言いますと少し時間がかかるということでありますので、その辺を含めて御理解いただきたいと思います。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）ありがとうございました。よろしくお願いしたいと思います。
　次に、農業施設の災害復旧事業ということについてお伺いしたいと思います。

　農業災害復旧事業といたしまして今年度９月に補正を組んでございます。それで２カ所の補正で、２,６００万円の工事請負費を計上していますが、その後災害査定が実施されたと聞いてございますが、それぞれの地域の災害査定なり査定採択率というものはどうなったのかということをお聞かせ願いたいと思います。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）７月の梅雨前線の豪雨によりまして、東下の内ノ蔵ため池、それと大ノ瀬のアサバル水路ということで災害が発生したわけでございますが、１０月４日に農水省と財務省の災害査定を受検したところでございます。
　アサバル水路につきましては災害申請額が６４４万６,０００円。査定額につきましては６４２万４,０００円で、採択率は９９.７％でございます。また内ノ蔵池につきましては災害申請額１,３９４万３,０００円に対しまして、査定額は同額の１,３９４万３,０００円ということで、採択率につきましては１００％でございます。以上でございます。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）農業用施設の災害については、これに対して補助率等の増高申請を行うと、通常補助率なりが上がるということを聞いてございますが、このことにつきましてはこういう増高申請をした結果、１００％になったということじゃないわけですか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）増高申請は補助率でございますので、採択率につきましては１００％ということでございますので、増高申請と採択率は別個ということでございます。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）そうしたら、数字の場合採択率は６０から７０ぐらいと聞いてございますが、そういう増高申請をしたのか。した場合、補助率はどうなっているのか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）御指摘のとおり補助率、増高申請を行うことによりまして、通常の６７％から補助率がアップするということでございますが、今月の１２月３日に九州農政局におきまして、この補助率増高申請のヒアリングを受けているわけでございますが、増高の補助率につきましてはこれは特例がございまして、合併５年未満の市町村につきましては、旧村あるいは新町単位でそれぞれの補助率を算定いたしまして有利な補助率を採用していいということになっておりますので、算定の結果、これは旧大平村で率が９７.３％、旧新吉富村で９５.５％、上毛町で算定いたしますと９６.７％ということになりますので、アサバル水路につきましては旧新吉より高い上毛町の率を採用いたしまして９６.７％、それから内ノ蔵池につきましては上毛町より高い旧大平村の率を採用して９７.３％の補助率ということで確認しているところでございます。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）努力の結果、大変いいと思いますが、請負額自体は２カ所で９月の補正予算の２,６００万円等はどうなるんでしょうかね。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）請負額につきましては、アサバル水路災害復旧工事につきましては５８５万９,０００円、それから内ノ蔵池のため池災害復旧工事につきましては請負額１,２４９万５,０００円でございます。合わせて１,８００万ちょっとでございます。

○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）そうした場合、予算計上とかなりの格差があるようになりますが、その点について、その事業費といいますか、確定された事業費だけで完全にそこまで工事ができるのか。いろいろ災害の場合は災害が起こったところだけで、ほかの周辺のところについてはできないんだということで工事が二度手間をとるというのが現実なんですが、この場合もこのくらい予算がある、余ったということになりますと、補完工事等は当然、必要になってくると思うんですが、そのことについてはどう考えられるんでしょうか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）請負費の予算計上額につきましては当初予算で１００万円計上いたしまして、御指摘のとおり９月補正で２,６００万円ということで、合わせまして２,７００万円でございますが、災害が７月に発生したわけでございますが、９月補正では測量設計請負費ということでお願いしておりましたが、９月補正前まででは予算がないということで、測量設計の予算を計上していないということで未発注でございましたので、災害報告額での予算計上ということになりました。
　そのようなことからこの差が出ているということでございまして、今後の施工によりまして、アサバル水路につきましては隣接する石積み等におきまして、災害復旧を施工する上におきまして、これは県の査定前の協議におきまして認められなかった工法、要するに矢板打ち等があったわけでございますが、これはもう査定のほうには認められなかったんですが、どうしてもこの工法を使用しなければ安全面が確保できないということで、ここらは補助対象外になるのかなというふうに考えておりますし、内ノ蔵池につきましては災害復旧施工箇所までが、東上の森の風の中の民有地の道路を施工いたしますので、これは通行するということで重機運搬あるいは購入土の運搬、あるいは残土処理等におきまして補修工事が考えられますので、附帯工事費あるいは補完工事費としての支出がありますので、この差額の予算で対応をしていきたいというふうに考えております。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）よくわかりました。よろしくお願いしたいと思います。
　それともう１点は、こういう施設の災害復旧事業に当たっては、地元負担といいますか農家、受益者負担というのはないんでしょうか。

○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）農業用施設災害復旧事業につきましては、農家負担がございません。先ほど説明いたしましたように、今回国からの補助率が約９７％でございますので、残りの分につきましては町のほうの負担ということでございます。それからちなみに、今回は該当いたしませんが、農地災害につきましては地元負担、農家負担がございます。以上でございます。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）以上で、私の質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。

○議長（村上正弘君）中議員の質問が終わりました。

　６番　亀頭議員、登壇ください。
○１２番（亀頭寿太郎君）私は２点、お尋ねをいたします。

　上毛町議会でも議論をされていました子宮頸がん問題を、政府は女性の子宮頸がんと乳幼児の細菌性髄膜炎を予防するよう３種類のワクチンについて今年度内に無料接種を始める方針を決め、閣議決定し、補正予算案に関連経費とし、１,０８５億円を計上し、１１月２９日、国会に提出して１２月６日に成立したと報告されておりました。
　対象は、子宮頸がんを引き起こすヒトパピローマウイルス、細菌性髄膜炎の原因となるインフルエンザ菌ｂ型、小児用肺炎球菌の各ワクチン、市町村が行う接種事業に対し助成し、国と市町村で費用を折半すると。厚生労働省によると、子宮頸がんワクチンは原則１３歳の女児に３回接種し１６歳まで受けられる。Ｈｉｂ肺炎球菌のワクチンはゼロ歳時に３回、１０歳時に１回の計４回接種が原則であると。この年代に接種していない乳幼児は、２、４歳時に１回接種すると。

　子宮頸がんは毎年約８,５００人から発生し、約２,５００人が死亡しているが、ワクチン接種によってがんの原因となるウイルスの５０ないし７０％感染を防止できるとされております。細菌性髄膜炎は５歳未満で年間５００から７００人が発症し、致死率は２ないし５％で、約２０％に精神発達遅滞などの後遺症が残るが、Ｈｉｂと肺炎球菌のワクチンで９０％以上防げると言われております。
　補正予算で計上したのは今年度と来年度分の経費、現在３種類のワクチンは任意接種で自治体独自の補助がなければ全額自己負担になると。厚労省は予防接種法の定期接種に位置づけ、将来的には無料接種にする方向で検討しているという報道がなされておりましたが、本町では子宮頸がんのワクチンの取り組みはどのように進めていく予定ですか、お尋ねをいたします。
　農地の利用集積円滑化事業でございますが、この事業は担い手の育成あるいは規模拡大につながる大切な事業だと私は考えております。９月議会ではＪＡさんの協力は難しいと言われておりました。町長の答弁では、組合長に話をしてみるとのお話でしたが、豊築ＪＡのこの事業の取り組みは積極的に進んでいるのかどうかをお尋ねします。また、課長の答弁では、１２月に団体の結成をされるということでございましたが、市町村あるいは市町村公社になるのか、お尋ねをします。
　また、農業委員会に提出する場合、利用権設定各筆明細で利用権の設定を受ける者は団体名になるのかどうかをお尋ねいたします。以上です。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）私から子宮頸がん等の問題について答弁をさせていただきます。
　この問題につきましては、先ほど議員御指摘のとおりに国も決定いたしました。県も方針を決定しておるようでございます。したがいまして、本町といたしましては来年４月から速やかにこの事業が実施できるように準備を整えているというところでございます。簡単でございますがよろしくお願い申し上げます。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）農地集積円滑化事業でございますが、これにつきましては６月議会あるいは９月議会で取り組み状況等のお答えをしていますが、その後の状況ということでお答えいたします。
　９月議会の答弁ではＪＡがこの円滑化団体の取り組みは行わないということで、町が円滑化団体になり、規約等の整備を近隣市町と連携して、この取り組みを１２月を目標として、遅くとも２２年度中に団体の設立を行うということで答弁をしておりますが、現時点では近隣市町との協議も終わりまして、規約案ができている状況でございます。若干の調整が必要ではございますが、今後事務処理を行いまして、順調にいけば規定案の縦覧公告を含めまして、１２月中に完了する予定でございます。なお、この円滑化団体につきましては、町が円滑化団体になるということでございます。
　それから利用権の設定の申請者の件でございますが、この円滑化事業につきましては大きく分けて三つございます。農地所有者代理事業、それと農地売買等の事業、それと研修等の事業でございますが、町が行う事業につきましては、近隣市町との協議の中で農地所有者代理事業、要するに所有者からの委任を受けての売り渡しのあっせんということでございますが、売り渡しはやらなくて貸し付けのほうを行うということでございますし、また、これもあっせんでございますが、農作業の委託。それと、貸し付け等を行うまでの維持管理のあっせんを町が取り組もうということで今考えているところでございます。

　ＪＡ等が行ってくれれば、今私が言った以外のやつもできるんではなかろうかと思いますが、町ができるのはこれが精いっぱいではないかというふうに考えております。そのようなことから、先ほどの申請につきましては個人の申請になろうかと思います。
○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）子宮頸がんの関係でもって、上毛町も来年度から実施していくということでございます。
　この場合、上毛町の予防接種法の条例の改正あたりはどうなるんですか。
○議長（村上正弘君）健康福祉課長。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）予防接種の関係ですが、これは定期予防接種の組み入れをにらんでの、現時点では任意の接種になるわけでございまして、本町としてはこれに対して補助金を交付するということになりますので、補助金交付規定というものをつくって補助金を支出するような形になります。
○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）今日、自治体あたりで実施している町村ですね。中学生を集団的にするとか個々にするとか言って、いろいろそこのところが議論されておるような感じがするんですが、そうしたところの点まで検討はなされておるのかどうか、その辺をお尋ねします。
○議長（村上正弘君）健康福祉課長。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）集団接種につきましては、少し取り組みが難しいのではなかろうかなと思っております。原則は、今現状、ほかの接種と同じように個別の接種で考えたいというふうに考えております。
○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）どうぞ速やかに予防接種をしていくように心からお願いをする次第でございます。
　それから農業の問題で、町が団体ということでもって今説明がございました。非常に積極的に取り組まれて、基幹産業が農業であるというようなことになれば、私は非常にすばらしいんではないかと。
　１０月８日に、ここじゃないですが田川の農協の組合長の原博文君とちょっとお会いしたときにいろいろ話をしましたところ、あちらのほうは自治体だけではどうしても──資材とか、経営上は農協の関係が非常に大きいから、県でもいろいろあるけど、政策的にそうしたことでもって農協が離れるわけにはいきまいっちゅうような話はしておりました。現実どうなっておるか、そこまで聞くあれはなかったんですけどね。
　そうした形で、ＪＡ豊築にいたしましても、町に対するそうした助言的な、いろいろな角度の協力、町もしていかなならんけど、ＪＡ自体がやっぱり足を町のほうに踏み込んで、そしてやっぱり農業の振興に努めるように、農協の地元から出ておる理事あたりにそうした働きかけをしていただきたいと考えるわけですが、私は基本的に一番思うのが借り手と貸し方と。今のような形で言えば、貸すほうが相手を探して、そして農業委員会に利用権の云々をしていくというようなシステムになっておるわけなんですが、そこのところがうまくいかないと担い手の育成、農地の集積がやりにくいというような形もあるし、お前のところには貸さん、お前のところには借りるという、そうした声もこの地域にも決してないとは言えない。そうしたことが多くて、そして遊休農地がそのままになっているとか、規模拡大ができないっちゅうんですよね。そうした声もあるので、利用権設定を私は積極的に進めていただきたいと存じます。
　そして１２月に完成すると、来年の５月あたりに利用権設定の更新の時期のときには、相手方は上毛町でいいんですか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）ちょっと若干違うところがあるんですけども、今まで利用権を設定している人が新たに継続してする場合は、この農地利用集積円滑化事業には該当しません。だから、今まで当然年度年度で、３年契約あるいは５年契約で更新をされる方につきましては今までどおりになろうかと思います。
○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）私はそこのところがちょっと違う。今まで云々していますね、３年、５年でね。次の更新のときに、もう相手が、いや、私も年だからできんとか、いろいろそうした問題が出てくるんですね。これを直していかないと、私は集積事業はできないっちゅうて考えておるんですね。担い手あたりもそうした声が多い。だから、町あたりが団体になり、今度の農地法の改正では――昨年１２月になるんですよ。民主党の云々になる。それが解消されて、相手に貸すほうが団体に投げかけるということではないかと思う。それが云々すれば、６年間以上すれば１反に２万円の国からの交付金を云々と。それを事務費あるいは云々と。

　私はこれを尋ねたんですよ。そうしたら、いやそうしたことの解消にこの云々が。だから、ＪＡか団体をこしらえて云々っちゅうようなあれで、そういう認識のもとで私はずっとこれを聞いてきよったけど、それは違うんですか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）原則的には契約時期に、前と同じ人の場合はこの事業には該当しません。貸し手、要するに消費者のほうが貸す場合に、白紙委任で町のほうにいただきまして、それが集積する段階におきましてたまたま前と同じ人になる場合は、これは該当しないようなことになります。
○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）白紙委任ならいいんでしょう。（「そりゃそうよ」と呼ぶ声あり）だから、相手は白紙委任の団体とでいいんですかということをお尋ねしよる。農業委員会に提出するときに、今までは貸し手と受け手と両方あって、小作料あたりを云々して、そして農業委員会に提出しよると。
　それじゃなくて、相手がもうなくて、切りかえのときに相手の白紙委任で団体に貸し手のほうが申請する。それが農業委員会に申請するんでしょう。農業委員会あたりはもう、これが相手がなくて白紙の状態の場合が、団体だけでいいのかということなんです。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）ちょっとおさらいを。失礼な言い方なんですけども。

　仮に、前の人、ＡさんがＢさんに貸し付けをしていた。そして今回は、この円滑化事業を利用してＢさんに限定しなくて、白紙委任で町のほうに委任された場合、Ｂさんの土地が周りにあった場合は、町としては当然Ｂさんに集約をすると思うんです。ちゅうことになれば結果論からしますと、前の人と変わらないということで、この事業には該当しないということになります。
○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）たまたまＡ、Ｂがあって、その貸すところがＢのところなら、それなら相手方がやれば今のような問題は発生しないと。私は、相手もできないと。相手も年をとってできないからということでそうしたことが起きた場合に、その団体に白紙委任ですね。そうしたときには、来年度の５月ぐらいが農業委員会提出の集中的な切りかえの改正の時期と思う。そのときには、そうした相手方の団体名でいいんですかということなんです。それでいいんじゃないですか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）結果論として、もし相手方がかわっていた場合はクリアできると思います。ただし、それが集約できとるかどうかという判断がございますので、周りの人が、かわった人、Ｃさんになったとしますと、周りにＣさんの土地がある、耕作しているかどうかというものも基準判断になりますので、あくまでも集約等が第１条件になろうかと思います。
　極端に言いますと、皆さんばらばらであったと。たまたまその人に、ある人がしたと。そうしたら、次からは、その周りの土地につきましては全部Ｃさんのほうが集約すれば代理事業に該当するということでございます。
○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）そこのところがちょっとわかりにくいのは、私は単純的に、質問に出す前から自分なりに尋ねたり何たりというのがね、今のごと、あいあいができないと。そうしたところが段々ね、これはもう年をとってきたり何たりするとそうしたことができて、今まででも維持策あたりでこうこうこうこうというような状態があったから、そうした方法を、団体といいますかこうした形でやっていくと。
　前の自由民主党の政策とはちょっと違うんですよ。これをしたのは、農林省の課長の直接支払い。あれは民主党の案でね。さっきからＴＰＰも出ていましたけど、私は菅直人さんが夢見て朝起きてぽっと言うたような感じじゃないと。大体、民主党の案は、ヨーロッパ、アメリカ、カナダあたりの所得補償制度なんですよ。それを、我々としても、日本でも所得補償がある程度、財源をどこから持ってくるかにしても、その議論さえ出ときゃね、完全撤廃してでもそれのほうが国が開けていく一つの道ではないかと。今、肉あたりは完全撤廃じゃないですか。日本の和牛あたりの肉は全然、売れなくなって何とかっちゅうことはない。日本の肉あたりも、それなりの成果を上げていると思うんですけどね。
　それはちょっと余談やけど、そこのところがちょっとわかりにくいんですが、私たちは白紙委任もその団体にすれば──。例えば、課長のところのそこの田んぼを今自作でしよるけど、もうどうしてもできんからちゅうことで、町が団体を結成するのであれば町に白紙委任して私はできませんということにすれば、そうした措置ができるものという感覚でおるんですよ。
　そうして地域が、担い手あるいはいろんな団体に云々であれば、それを団体がそこに張りつけをすると、その地域の集積をしていくと、そうした認識でおるんですけどね。何か……。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）原則論は御指摘のとおりです。
　ただ、いろんな要件等がございまして、それはいろんなケースがございますので、個々に御相談を受けまして一番いい、ベターな方策で対応していきたいと考えております。
○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）以上です。
○議長（村上正弘君）亀頭議員の質問が終わりました。ここで暫時休憩をします。再開は３時ちょうどといたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　休憩　午後　２時４７分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再開　午後　３時００分

○議長（村上正弘君）休憩前に引き続き会議を開きます。

　７番　高畑議員、登壇ください。
○１番（髙畑廣視君）１番　髙畑廣視でございます。３点ほどお伺いいたしたいと思います。
　まず１点目は、文化講演会につきまして。先日、島倉千代子さんのコンサートがありまして、大変盛り上がったみたいです。残念ながら私は東京に行っておりまして出席はしませんでしたけど、聞いた話によりますと、何人かの、特に女性の方が、かなり御年輩ではございますが、入場券を買いに行ったらもう全然なかったという話を聞いております。入場券も非常に安くて、５００円と。これについてちょっと町の見解を伺いたいと思います。
　続きまして、敬老の日の表彰。１００歳の表彰基準があるみたいですから、どうなっているのか詳細なことがあれば教えていただきたいと思います。
　続きまして、学校でのけが。たまたま運動会のちょっと前に、孫が腕を折るけがをしました。骨折は大したことはなかったんですけど、つって学校に通いよりまして、結局運動会は立って見よっただけというような状態でございました。

　これらについてちょっとお伺いしたいと思います。事前に質問表を出しておりますので、これに沿っていただければと思います。よろしくお願いいたします。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）恐縮ですけども、担当課のほうから答弁をさせていただきます。よろしくお願いします。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）それでは、私のほうから文化講演会につきましてと、学校でのけが等の対応につきましてお答えをさせていただきます。
　まず、文化講演会の件でございますが、本文化講演会が、趣旨といたしまして、まず本物の文化芸術に触れていただくことにより、住民の皆様の文化芸術活動に対する意識を向上させていただくという目的にございます。
　１８年度から５年間やっておりますが、１６０万円から３２０万円の間で事業を行いまして、受益者負担の考えを導入するということから、毎年５００円にてチケット販売と。たまたま本年につきましては５周年の冠をつけさせていただいた部分で、著名な方がお見えになったということで非常に並ばれたということでございますが、今後、財政面等を考慮しますと来年度以降もそれだけのクラスの方を呼べるかどうかという問題もございますし、あくまで本目的が、皆様に文化芸術に触れていただき意識の高揚を図るという部分で、その中で受益者負担を入れているという部分でございますので、そういった部分で御理解をいただきたいと思います。
　それから、学校での病気、けがの対応でございますが、まずけがの場合についてでございますが、学校で起こったけが等につきましては、独立行政法人日本スポーツ振興センターというところがございまして、そこの災害共済給付というもので対応いたしております。初期の保護者の連絡、それから病院の手配等は当該学校の教諭もしくは校長、教頭が行いまして、保険請求につきましては、これはインターネット上でつながっておりますので、学校の事務職員のほうがまず第一次的な手続を行うようになります。その後、保険金等の振り込みがございまして、家族の手元に現金給付という形になります。免責がございますので５,０００円以上のものが対象で、学校におけるかなりの活動が対象になっているというところでございます。以上です。
○議長（村上正弘君）高畑議員。

○１番（髙畑廣視君）ちょっと聞き漏らしかもわかりませんが、入場できなかった人に対しては、今後そういうことがないようにするということでいいんですか。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）まず販売自体が、げんきの杜の会館のキャパシティから考えますと３２０席しか販売できません。それに並んだ方の数から考えると５００人来られても５００は販売できませんので、あくまで３２０人先着順でしかお売りできないというのが現状でございます。
○議長（村上正弘君）高畑議員。

○１番（髙畑廣視君）例えば場所を変えてから、たくさん入るということはないんですかね。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）場所を変えてという部分で、どういう部分を御想定なのかわかりませんが、当然、げんきの杜の会館であれば、要するにああいった音楽的なものに耐え得る音響もつくっておりますし、仮に一般的な体育館等でやりますと、今度音響的なものが非常に苦しい部分がございますので、じゃあ１,０００人収容のキャパシティがある施設自体と申しますと、音響を備えた状態でのものというのが当町にはございませんので、まずげんきの杜のキャパシティに合わせてでしか券の販売ができないというふうに御理解をいただきたいと思います。
○議長（村上正弘君）高畑議員。

○１番（髙畑廣視君）さっき、学校でのけがで保護者が負担した分は、５,０００円は負担するとしても、残りの分は返ってくるような回答でございましたが、ちょっと確認はしておりませんが、そういうことでよろしいんですか。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）はい、さようでございます。
○議長（村上正弘君）高畑議員。

○１番（髙畑廣視君）最後の質問があるんですけど、ここに事前に書いていると思うんです。突発的な事件ですね。例えば不審者が入ってきたとか。午前中、そういう話も若干ございましたけど、それなんかＳＯＰっちゅうか対処をどうしなさいとかいう一応の文章とかはあるんですか。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）特に、不審者対策につきましては、駐在、それから警察の協力のもと、各学校で毎年防犯訓練という形で教員のどなたか、例えば校長先生が不審者の役をやったりとか、そういった形で防犯訓練等もいたしております。
○議長（村上正弘君）高畑議員。

○１番（髙畑廣視君）もう１０年ほど前になりましょうか、大阪の池田小学校で悲惨な事件が起きました。こういうことは非常に対処が難しいと思うんですよね。
　例えば、学校に金属バットを置いとくとか、ゴルフクラブを置いとくとか、そういうことはどうなんですかね。
○議長（村上正弘君）教育長。

○教育長（百留隆男君）突発的なという内容なんですが、今、大体わかりました。学校内に、要するにそういう暴漢等が入ってきて池田事件のような場合を想定して……。あの直後に、とにかく各学校の各教室に刺股というのを入れて――二またのですね。あれを教室に置いております。使ったところはほとんどないんですけど、あれでもって暴漢をとにかく押しつけようということで、あの訓練もいたしました。使用するような場面があっては大変なんですけど。
　もう一つは、入り口のドアをとにかく、用事のない人は入れないように閉めるように指導はいたしておりますし、受付で外部から入ったときには身分をはっきりさせて、必ず受付で許可をもらうようにという注意事項もあちこちに張ってはおりますけど。今やっているところは大体そういうところで、暴漢等についての方法等についてはやっております。
○議長（村上正弘君）高畑議員。

○１番（髙畑廣視君）続きまして、２番目の敬老の日の表彰についてお願いいたします。
○議長（村上正弘君）健康福祉課長。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）１００歳の表彰基準でございますが、新しく１００歳を迎える方々につきましては、９月の老人週間におきまして大臣並びに県知事からの贈呈品が市町村に送付されることとなっております。あわせて、町としましてもお祝い状等を添え長寿をお祝いしているところでございます。これは福岡県の老人の日記念品贈呈事業実施要領に基づいて対応しているところでございまして、当該年度に１００歳を迎える方で、贈呈日現在の生存者が対象となっております。
○議長（村上正弘君）高畑議員。

○１番（髙畑廣視君）そうしますと当然ながら９９歳でもらえる方もいらっしゃるわけですよね。そうしますと、１００歳でもう誕生日が来て、亡くなって、表彰当日には当然ながらもらえないわけですよね。何かちょっと寂しいような気もいたしますが、いかがでしょうか。
○議長（村上正弘君）健康福祉課長。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）一応、この事業自体が敬老の日そして老人週間というものにちなんで国、県が実施しているというところから、これが４月１日であれば一番よろしいわけなんでございますが、御指摘のとおりで、９月に実施する以上どうしてもその辺に不都合と申しますか、若干の御指摘のような状況が生じてしまうことは私どもも認識しておるところでございます。
○議長（村上正弘君）高畑議員。

○１番（髙畑廣視君）例えば町独自に、お誕生日が来てからちょっと何か、おめでとうございますとやるというようなことはどうなんですか。
○議長（村上正弘君）健康福祉課長。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）先ほど申しましたとおり、この国、県の大臣並びに県知事の贈答品に添えて、町としてもお祝い状等を差し上げておりますので、一つの方策としてそういったことも検討しなければならないかというものは認識しておりますので、今後の検討課題ということで考えてまいりたいと思います。
○議長（村上正弘君）高畑議員。

○１番（髙畑廣視君）終わります。

○議長（村上正弘君）高畑議員の質問が終わりました。
　８番　茂呂議員、登壇ください。
○９番（茂呂孝志君）私は高齢者、若者対策、生活用水、３施設無償譲渡後の施設の運営などについて、町長にお伺いいたします。
　まず、介護保険事業のあり方についてお伺いいたします。広域連合は、構成市町村に窓口を置いているが、住民の声が本部まで届きにくいように思われます。住民の声がどのように本部に伝えられ、どのように対応するのかなど、住民の声が大切にされる組織形成が重要だと思いますが、町長の御見解をお伺いいたします。こうした状況の中で、事業の収支状況、保険料の決め方について、住民は全く知りません。
　そこでお伺いいたします。平成２１年度の介護保険広域連合介護保険事業特別会計歳入歳出決算額は幾らなのか。平成２０年、２１年度の基金の残高はそれぞれ幾らなのか。県財政安定化基金から借り入れた約４６億円は平成２１年度に５億３４８万円を償還し、償還完了となっていると思います。しかし平成２２、２３年度もそれぞれ５億３４８万円ずつ償還するようにして保険料を算定しているのではないでしょうか。町単独で事業を実施した場合、保険料は月額幾らになると見込んでいるのか。町民が保険料を滞納して保険証を取り上げられている世帯は何世帯ありますか。
　次に、上毛町の上水道事業についてお伺いいたします。国交省ダム見直しを受けて、県は１１月８日に検討の場の初会合を開き、第２回の会合は１２月末を予定していると報道されています。検討の場の初会合で県からダムに頼らない治水への転換、既存施設の有効活用、祓川の河川整備計画、水資源開発計画でどのような説明があったのかお伺いいたします。今後、町が上水道事業を拡張する場合の課題として、拡張地域の将来の水需要計画、加入希望者は約５０％前後で運営できるのか、町長の御見解をお伺いいたします。
　次に、し尿処理事業についてお伺いいたします。２村合併協議会の使用料、手数料の取り扱いについての中で、使用料は原則として現行どおり、手数料については合併までに統一するとなっていましたが、し尿処理手数料については協議されていなかったようです。合併協議会の使用料、手数料の取り扱いにしたがって、し尿処理手数料は直ちに低いほうで統一すべきではないでしょうか。町長の見解をお伺いいたします。
　バキュームカーに流量計を取りつけることについてお伺いいたします。２００７年の３月議会の一般質問で、財政が厳しいから当分できないと答弁していたが、民間がやっている事業に、どうして町の費用でバキュームカーに流量計を取りつけなければならないのかお尋ねいたします。
　合併浄化槽の点検について、市場原理を導入し複数の業者を入れて実施する考えがないのか、町長の見解をお伺いいたします。
　次に、町内の各小学校にエアコンを設置することについてお伺いいたします。ことしの夏の異常気象による気温の上昇は夏休みを過ぎてもおさまらず、学校現場においては授業の対応や熱中症対応に追われた状況であったと思います。このような気象状況は今後も続くと考えられ、児童生徒の健康保持や授業への対応にも苦慮することになります。１日の大半を過ごす児童生徒の健康保持と教育環境の向上を考え、来年度から町内各小学校の全教室にエアコンを設置すべきと考えますが、町長の御見解をお伺いいたします。
　次に、鳥獣対策について伺います。農林業被害を防止するため、シカ、イノシシなど野生獣類の追い出しを目的として、被害農家のみずからの自衛手段で、みずからが飼育している犬を使い獣を追い払おうとするものです。町は犬の認定状況や活動状況を把握し、技術的な指導を行い、安全で効果的な育成運用が行われるよう支援するものであります。このようなことを一度検討してみるお考えがないのか、町長の御見解をお伺いいたします。
　最後に、無償譲渡した３施設の今後の運営についてお伺いいたします。１２月７日の全員協議会で、敬愛会の方から今後の運営について説明がありました。そこで私は、敬愛会の方に診療所を黒字にすることは難しいと思うが、診療所は未来永劫存続していく考えなのかと尋ねたところ、未来永劫と言われるとと次の言葉がありませんでした。
　そこで町長にお伺いいたします。診療所は民間に任せると、未来永劫存続していただけると認識しての議会提案であったのか。３施設で働く人の生活水準を引き下げないで、働く人の身分、賃金、一時金は維持できると認識しての議会提案であったのか。以上の質問に対し明確なる答弁を求めます。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）私からは３点だけ答弁をさせていただきまして、後は担当課長からお答えをさせていただきます。
　まず第１点の広域連合のことでございます。広域連合は御承知のように、国の政策に基づいて地方自治体が加入し構成している組織でございます。したがいまして、住民の声が直接伝わるという事業を行っているものではないというふうに考えます。ただ、伝わらないかと申し上げますと、これはもう行政の手法からいたしまして、住民の皆さんが窓口に出て、それを窓口から――広域連合でありますと豊前・築上支部がございます。そこにいろんな意味のお考えが述べられ、そしてまた広域連合本部のほうに、各支部長を通じて上申されるというシステムになってございますので、直接はありませんけれども、いわゆる間接的であれば住民の声は十分伝わっているというふうに私は考えます。
　それから伊良原ダムの問題でございますけれども、県の１１月８日の検討の場の説明ということでございますが、これは企業長、つまり釜井豊前市長が出席をしたわけでございますので、私はその場には出席はしておりませんので、その件についてはお答えはできかねます。
　それから３施設の無償譲渡に関して、未来永劫という言葉があって、敬愛会は言葉に窮したということでありますけれども、未来永劫という言葉が一体何を意味するのかということは、だれも判断は難しいと思っておりますし、平たく言えば続く限りということであろうというふうに思っておりますし、その限りにおいて私はこの提案は、敬愛会を信じて皆さんあてに御提案をさせていただいたということでございます。
　以上でございます。
○議長（村上正弘君）健康福祉課長。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）それでは、１点目の介護保険事業のあり方について、私のほうからその他の質問につきましてお答えさせていただきます。
　まず、平成２１年度の広域連合の特別会計の歳入歳出決算額でございますが、歳入総額は６１５億２,７７７万４,１３６円です。歳出総額は６０９億６,２９５万８４５円となっております。それから平成２１年、２２年度の基金残高でございますが、２０年度末の介護保険給付費準備基金の残高としまして、１７億５,７２４万円。２１年度末の残高といたしまして２６億８,１７９万円となっております。
　それから、県の財政安定化基金からの借入金の償還に関する部分でございますが、第４期介護保険事業計画における保険料算定において、その御指摘のあった償還金の取り扱いについては御指摘のとおりでございます。
　それから、町単独で実施した場合の月額保険料の見込みですが、町単独での保険料の試算をするには非常に詳細な検討が必要になりますが、具体的に町単独としてのそういった算定というものはいたしておりません。

　それから、最後になりますが、保険料滞納により保険証を取り上げられている世帯は何世帯かということでございますが、滞納によりまして保険証を取り上げた世帯、こういったものはそういった措置もありません。以上です。
○議長（村上正弘君）建設課長。

○建設課長（古原典幸君）それでは、私のほうから水道事業の２点目の拡張時における人口についてと、加入希望者が５０％で運営できるかということについて御答弁させていただきます。
　事業拡張を計画する段階において、既に人口につきましては減少の方向で計画をさせていただいております。またこの加入希望者の５０％につきましては、これは水道基本計画を策定する中で、住民の意向を反映するための調査の中で加入希望者が５０％ということでございまして、あくまでこれは水道計画を策定する段階での加入希望者の率ということでございますが、これを加入率という形で置きかえまして御答弁をさせていただきますと、加入率５０％では健全な経営はできないと思っております。
○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）それでは、私のほうから３点目のし尿処理事業につきまして答弁をしたいと思います。
　まず１点目の、し尿処理手数料の金額を旧大平地区、新吉地区で料金を統一する考えはないかという御質問でございますが、し尿処理手数料につきましては条例にもうたわれておりまして、議員御指摘のとおり大平地区、新吉地区で１０円の差がございます。これは合併前から単価改正等が行われるたびに、改正案件を議会に上程いたしまして御可決をいただいてきたところでございます。価格改定についても当時の社会情勢等や地理的条件などを考慮して決定されたものだと理解しておりますので、料金の統一につきましては慎重に協議をしていきたいというふうに思っております。
　次に、バキュームカーに流量計の取りつけをということでございますが、これにつきましては議員もおっしゃったように、１９年の３月議会で議員のほうから同様の質問があり、答弁をしていると思っておりますが、流量計の導入につきましては１台当たり１００万以上の経費が必要になるということのようでございます。仮に導入した場合でも、その後のメンテの経費等もかなりかかってくるということで、この管内で１社の業者に今許可を出して行っておるわけですが、業者としても検討はしているようでございますが、経費もかかるということで、行政からの補助等があれば可能ではないかということも検討の中ではなされているようでございます。ただ、以前にも申し上げましたように、財政状況も厳しい中で、当分は難しいというふうに考えております。
　次に、３番目の合併浄化槽点検料の見直しでございますが、この点検料につきましては設置者と管理業者のほうで相談をして決定をしているものでございます。昨年の１２月議会でも、議会の三田議員の質問の中で建設課長が答弁をしておりますが、管理業者にコスト面の配慮について検討をお願いするよう、今後も関係課と連携していきながら取り組んでまいりたいというふうに考えております。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）それでは、４番目の町内小学校にエアコンの設置について、私のほうからお答えいたします。
　９月議会の三田議員の質問に教育長がお答えしたとおりでございまして、現在設置に向けた準備を行っている段階です。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）５点目の鳥獣対策でございますが、各農家が訓練犬を所有してみずからの農地の被害防護をするのも一つの方策と考えられますが、追い払うだけでは他の農地に被害をふやすことになりますので、頭数を減らす対策が第一になるというふうに認識をしているところでございます。
　頭数を減らさなければ、鳥獣を殺さなければ効果がないのではないかと思われますので、この訓練犬の育成よりも捕獲のほうを重点に取り組みを行い、そのフォローとして各農家が訓練犬を活用しての被害防止も視野に入れての取り組みが、今後の検討課題になると思われますが、現時点では町のほうは個別の、各農家に対する訓練犬の育成は考えておりません。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）まず、介護保険事業のあり方ですが、住民の声が届きにくいのではないかということに対して、住民が窓口に行って直接ではなく、間接的に聞こうと思えば聞けるということであります。住民にとってはなかなか情報が伝わりにくい制度だということでの御認識であるようであります。

　それで、歳入歳出の決算額を言われましたけれども、約５億６,４８２万円の黒字になっています。そして、基金残高が２６億８,０００万円あります。そういうことを考えると、やっぱり保険料が高いなと。皆さんたちが払い過ぎているなという認識を私は持つのですが、その点についてはいかがですか。
○議長（村上正弘君）健康福祉課長。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）もう御承知のとおり、介護保険の保険料というものは３年間定額でございます。この第１号被保険者の保険料につきましては、中期的に安定した財源確保を可能にするという観点から、介護保険法上、おおむね３年を通じて財政の均衡を保つことができるものでなければならないというふうにされておるところでございます。
　そういう観点からしますと、今、５億の黒字、基金が２６億という、実際その数字になるわけでございますが、これは最終的にこの３年間の事業計画終了時点で精算という形になりますので、残った部分は次の保険料の抑制財源に充てられるということで、必ずしも御指摘のような部分で保険料が高いという形にはならないのではないかというふうに思います。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）歳入歳出の決算額だけを見ても、５億３４８万円です。これは１９万人いますよね。ですから、１人当たりにすると２,５４８円ですか。それから、基金残高にしても非常にあります。それから、償還は２１年度で終わっているわけですよね。そういうのを考えると、こういう金を人口割すると数千円の引き上げが可能だと私は思うんですよね。そういう意味では、私はそういうふうに試算できると思います。まだ安くすることはできると思います。
　それで、全国で一番高い保険料ですよね。広域化することによって財政基盤が安定化し、安い保険料を設定できると言ってこれに加入したわけですが、実際、現実は逆になっています。そういう意味で、非常にこれは問題があるなと思っているわけです。それで質問しているわけですが。

　それで、単独事業について、単独でやった場合にどうかということで質問いたしましたが、なかなか算定できないようであります。数字的になかなか町単独の数字を拾えないということで事前にそういう回答があっていますが、そう言われても、田川市が広域連合で現行６,２７５円、単独でやると５,３２７円、９４８円減になるという試算をしているんですよね。そしてこれを議会に説明しているということであります。
　ですから、広域連合に加入しているわけですから、そこの自治体の数字を拾えないということはおかしなことで、田川が実際にこういうことでやっていますので、いろいろとどういうことでやられたのか聞き取り調査をして、我が町でもこういう試算をやってみる考えがないのか、このことについてお伺いいたします。
○議長（村上正弘君）健康福祉課長。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）何点かあったわけですが、ちょっとメモした部分でお答えします。

　全国で一番高い保険料という御指摘でございましたが、まず県内情勢だけ見ましても、当該広域連合の保険料は、単独で実施している市町村の中でうちより高い市町村が数カ所ございます。まずその点は一つ申し添えさせていただきます。
　それから、単独でやった場合、先ほど田川市の例を申されておりましたけれども、田川市は現行６,２７４円とおっしゃっておりましたが、田川市の場合は現在、広域連合、グループ保険料というものを採用しておりまして、田川はその中で一番高いグループのＡグループに存在しておりまして、もともと高いという部分で、その中で単独で実施した場合の算定、具体的にどのようにしたのかというのはちょっと定かではないわけでございますが、単純にＢグループに属する私ども上毛町、広域連合の中の上毛町の保険料と比較して云々という部分では少し無理があるのかなというふうな感じがしております。
　それから、加えましてそのことに関して言わせてもらいますと、町が単独でこの介護保険事業に取り組むということになれば、当然ながらシステムの構築とかに莫大な費用、投資がかかる。それから、経常的な業務の拡大に加えまして、その認定事務や包括支援センターの自主的な運営などが必要になってきまして、多数の職員配置も必要となります。こういたものを勘案しますと、スケールメリットを生かした現行の広域体制は町にとっても有益であるというふうに考えます。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）田川市はＡグループですから、一番高いところですよね。我が町はＢグループですから、４,７００円ですよね。ですから、田川市のやり方で計算してみると、この４,７００円よりも安くなるのではなかろうかなということでお尋ねしたわけですが、実際に数字を拾えないということでありますので、数字的には出すのは困難だという回答であります。ですから、田川市に行ってそういう聞き取り調査をしてやってみないかという考えでありますけど、その問題については答えていないわけですね。
　実際に高いわけですから、県で、広域連合から抜けて脱退してやっているところは多いんですよね。それはそこ単独でやっているかというと、その実態の生活圏の範囲内で申し合わせか何か知りませんが、その近隣自治体が何自治体か集まって、脱退してやっています。ですから、そういうのも含めて検討してみないかということであります。
　ですから、初期費用はかかって、それは高いかもしれませんけど、長い目で見ると安くなるのではないだろうかと思いますが、そういう点で検討する考えさえないんですか、余地さえないんですか、お尋ねします。
○議長（村上正弘君）健康福祉課長。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）その保険料の算定については容易に、それが正確に算定できるツールがあるのであれば、そういったもので算定することはやぶさかではございません。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）田川市がやっていますから、その聞き取り調査をしてやっていただきたいと思います。
　それから上水道の問題ですが、伊良原ダムが完成することによって、新たに上毛町は１日３００トン、責任水量が生じますよね。この３００トンというのは、本来であれば、創設時に創設地域の６００トン、ここで消費できる量だったと思いますが、その点についてまずお伺いをいたします。
○議長（村上正弘君）建設課長。

○建設課長（古原典幸君）そのとおりでございます。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）実際にそうであっても、現実には創設地域で使われ切れていないということで、新たに拡張地域として、もともとは新吉地域の成恒、緒方はそういう計画に入っていたと思います。またこれは水源は別だったと思いますけどね。
　太平地区の下唐西２区と新谷、下田井、土佐井、これは全く想定外の拡張地域であります。実際に下唐西２区と新谷、下田井、土佐井、これはいずれも加入希望者が５０％を割っていますよね。こういう状態ではもう、先ほども言ったけれど健全な運営はできないという答弁でありました。
　今後、計画する場合には地元説明会も開くと思いますが、なかなか現在の新吉地域で９６.４％とか、この数字にはなかなか到達しにくいと思うんですが、地域住民との協議が不成立に終わった場合、１日３００トン責任水量が来ますよね。これについてはどのように処理される考えなのかお尋ねいたします。
○議長（村上正弘君）建設課長。

○建設課長（古原典幸君）この３００トンプラスにつきましては、先ほど言いましたように第１次拡張区域の水でございますので、改めて先ほど言われましたような下田井、新谷、あるいは下唐西２区の一部、あるいは土佐井等に行く水ではございませんので、これはあくまで当初から必要とする水量でございますので、それとは別でございます。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）ですから、この水は使われないわけですよね。もう創設地域も実際に各家庭に井戸がありますから、伊良原のダムができると使い切れない水になると思います。今、耶馬渓ダムから３００トンですよね。伊良原ができると１００％責任水量の分を割り当てられるわけでしょう。で、６００トンになるわけですよね。
　しかし、この６００トンは３００トン追加されるわけです。この使い道がわからないことにはどこに使うのか、これがはっきりしないんですよね。これはどうするおつもりなのかお尋ねいたします。
○議長（村上正弘君）建設課長。

○建設課長（古原典幸君）これはもうたびたび議員の質問にはお答えをさせていただいていると思いますが、これは水道事業を計画する段階で、家庭の個々の井戸を対象にいたしません。あくまで１人当たり１日幾ら必要かという計算のもとに給水人口を掛けまして必要量を計算いたしました。それがないと水道事業の認可を受けることはできませんし、今の段階で併用されている方も多々おられると思いますが、やはり家庭の井戸が使えなくなった場合には、これは水道に切りかえていくし、新しく家が建てられて水道を引かれる方についてもプラスをされております。
　今現在、この使用水量については年々増加をしておりまして、当初予算についてもプラスアルファの予算を計上させていただいているところでございまして、伊良原ダムが完成後には、今から約１０年後になろうと思いますが、それだけの水が必要であるし、拡張部分につきましてもプラスアルファの水源が必要ということで、２２年２月の全員協議会の中で私が水道計画を説明させていただいた折にも、そういった御説明をさせていただいているというふうに思っております。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）実際に、ある一定までは確かに上毛町は人口は少し――全体じゃないですよ、水道事業を計画するところで、このエリアはある一定の期間は人口維持か、若干の増になります。全体としては減ですが。しかし、それから先は下降線をたどります。ですから、長い目で見ると水はこんなに要らないということですよね。
　何でこういうことが起きたのかというのは、これはここだけの問題ではありませんけど、このダムをつくることが先にありきですよね。
　町長が検討の場に出席していないということで、具体的にお聞きすることはできませんが、水資源開発なんかについては、工業用水とか生活用水、今からこの伊良原ダムができるこのころについては、右肩上がりにずっと上がっていくという需要のもとに建てたわけですよね。しかし、工業が落ち人口が減ることによって、この水資源開発のこれはもう、当初の計画と成り立たない。しかしこれをいまだかつて掲げているもんですから、各自治体に水の負担が押しつけられよるということをまず指摘しておきたいと思います。
　今後、伊良原のダムができて３００トン来るわけですが、なかなか使い道がはっきりしていないということで、まず指摘をしておきたいと思います。使い道がないのであればやめていただきたいと思います。こういう財源があるなら、水道料金の引き下げをやってほしいですよ。吉富町は、この何年か前引き上げましたけれども、それでも上毛町よりも安いわけですよね。その点を指摘しておきます。
　それから、し尿処理事業なんですけど、合併協議会の議案のたしか３０号だったと思いますが、そこにちゃんと書いてあるんですよね。協議第３０号やね。そこに書いてあるんですよ。手数料については合併までに統一すると。ですから、地形的な問題があるとかいろいろ言っていますが、こういうし尿くみ取り利用で豊前市は上毛町よりもまだ奥が深いんですが、岩屋　、トドロ　、八屋とでは値段が違うんですか。
　私はちょっと見ていませんのでわかりませんけど、同じ自治体で地域によってこんなに違うものかなと。そういう実態がありますかね。お尋ねします。
○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）ほかの自治体で料金が違うかということでございますが、京築管内につきましては、本町以外につきましてはほぼ同額の分になっておったというふうになっております。近隣に行きますと、中津市等につきましては若干の差があるようでございますが。以上です。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）中津市は合併したんですから、そこそこで、各旧自治体で違いがあったと思います。しかし、協議の場でどういう協議をされたか私はわかりませんけど、現実に今課長が言われたように違いがあるなら違いがあるんでしょう。しかし、合併しても豊前市なんかはないですもんね。合併しなくて、おそらくそういう自治体は──合併しないところで、同じ町でそういう自治体はないと思います。ですから、２村合併の協議の中でも、合併までに統一するということがあるんですよ。ですから、直ちに手数料を低いほうに統一すべきではないかとお尋ねしているんです。これに対して、する、しないだけでいいんですよ。しなければ、その理由を言ってください。
○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）先ほども申し上げましたとおり、料金の統一につきましては、慎重に今後、協議してまいりたいと考えております。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）協議ですから、しない場合もありますよね。
　私は、法定合併協議会でこのことを協議した形跡がないということでありますので、これはミスだということで指摘をしておきます。ミスであれば直ちに訂正すべきだと思います。

　それから、バキュームカーの流量計の取りつけなんですが、業者が行政からの補助があればするということでありますが、本来であれば、これは民間の会社が自分が事業を起こして自前でやっているんですよね。ですから、本来であれば個々にやらせるべきじゃないですか。そして、１荷３６リットル４２０円から４３０円と決めています。流量計を取りつけていなければ、この量がわからないじゃないですか。正確に、適正に執行されているのかどうか、どのように把握しているんですか。
○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）現在はくみ取りの車両についているゲージに基づいて、それを確認した上で、使用料をいただいているというふうに聞いております。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）ですから私も、ことしの９月にいろいろ住民に対するアンケートを出しました。返ってきたのが、１カ月前よりも早目にしたのに、少ないはずなのに高かったとか、いろいろあります。ですから、それが事実かどうか私はわかりませんけど、実際に疑いを持って苦情が出るんですよ。ですから、ちゃんと数字で示してやるべきだと思います。これはやっぱり業者に指導する。
　それで、これをさせることによって業者が本当に経営的に負担になるのであれば、それは貸借対照表を見れば、経理状況を見ればわかると思いますよ。負担になるのであれば、町が一時立てかえ払いしてやってやるということもできると思います。自前でできるのであれば、自前でやれと。
　それをするのは行政の仕事やないですか。ですから、直ちにこれは実施に向けて取り組むべきと考えますがいかがですか。
○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）これにつきましても、収集業者とも取り組みについて協議をしてまいりたいというふうに思っておりますが、先ほども申し上げましたように、１台当たりの経費がかかるということで、業者のほうとしてもなかなか決断がつきにくいという状況ではないかというふうに思っております。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）ですから、経理状況を調べて、もし業者のほうに負担がかかるのであれば、できるだけ経営を圧迫しないように、町が一時立てかえ払いをしてでもやっぱりやらせるという方向で考えはないのかどうか、その点をお尋ねしているわけです。これはもうやるという方向でしか、実施するという方向でしか住民の苦情に対してはできないと思いますよ。そういう点でやる意思があるのかどうかお尋ねしています。
○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）取りつけ等につきましては、また業者のほうに働きかけてまいりたいというふうに思います。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）そういう努力をするということでありますので、今回は努力ということで、できるだけ取りつけさせる方向で頑張ってほしいと思います。
　それから、合併浄化槽の点検なんですけど、これは今単独でやっていますから、業者が１社ですから、なかなか安くならないというところもあると思いますが、これに市場原理を導入するという考えはないですか。医療、介護とか、保育とかにはこの市場原理を導入するという考えでやっていますが、ここに市場原理を導入するという考えはないですか。

○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）現段階では、御存じのように県からの許可業者によりまして町のほうが最終的に適正かどうかということで指定をしておる、許可を出しているという状況でございます。

　現在のところそういうことが、管理を行っている業者以外については上がってきていないという状況でございますので、当分の間、１社の管理になるんではないかというふうに思っております。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）書類が提出されれば拒まないということを過去、答弁いただいています。複数業者でやったらどうかということで質問いたしました。
　書類の提出があれば、それを検討して問題がなければ拒まないという答弁はいただいておりますけど、近隣の市町村に働きかけて、公募なりする考えがないのかどうか。これはだれでもかれでも事業を起こしてできるという問題ではありませんけれど、現在やっている業者に公募を呼びかけてやる考えはないのかどうか。こういうところにこそ市場原理を導入すべきだと思いますが、そういう考えがないのかどうか。そういう方向で努力するという考えもないのかどうか、お伺いいたします。
○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）現在のところ、そういう考えはございません。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）住民の福祉のサービスについては市場原理を導入するということですが、こういうところについてなぜ市場原理を導入できないんですか。私はこういうところにやるべきだと思いますけども。なかなか納得できないんですよね。
○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）これにつきましては、先ほど申し上げましたように申請があったことによりまして許可をするかしないかという判断をするものでございまして、今現在のところ申請がないということで、今までどおりの取り扱いになるかというふうに思っております。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）相手待ちじゃなくて、現業者に働きかけるという考えがないのかどうか。これは課長の答弁では難しいと思いますよ。課長は本当に苦労されていると思いますが、これは本来であれば町長が答えるべきだと思いますが、町長の見解をお伺いいたします。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）ただいま担当課長が申し上げましたように、この業者につきましては今のところ県下の認定業者が１社しかないということで、これまでの取り組みについて踏襲しているということでございます。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）ないという答弁でありますね。
　それから、次にエアコン設置の問題について伺います。設置に向けて準備しているということでありますけど、来年度の予算でこれを計上するのかどうなのか。ことし、非常に暑かったということで、これについては非常に関心が高まったということであります。しかし、来年の気象については定かじゃありませんから、冷夏になれば、また去って行くような感じを受けるわけですよね。ですから今回、非常にみんなの関心が高まったということでありますので、この時期にやっぱりやるべきだと思いまして、来年度予算化する考えがないのかどうかお伺いいたします。
　もうその準備をしていると思いますので、予算化されているのであれば、予算化していますということで答弁いただきたいと思います。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）先ほど御答弁しました。要するに、そういうものを含めた準備を行っているというふうに御理解をいただきたいと思います。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）予算化の方向で準備しているんですか。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）全てそういうものを含めた上で、準備を行っているというふうに御理解ください。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）３月議会で、そういうことはぜひ予算化されることを期待しておきます。
　それから、鳥獣対策の問題ですけど、頭数を減らす方向でやりたいということであります。実際にそれはそれでいいと思いますけど、頭数を減らすにしても、それを担う人がいなくなっているという状況ですよね。

　ですから、これをひとつこういう方法もあるということで検討してみないかということで言います。これはあくまでもその地域の自衛手段であって、地域の同意がなければできませんからね。そういうこともひとつ今後対策委員会を設置するということでありますので、そういうことも入れて協議していただきたいと思いますがいかがですか。
○議長（村上正弘君）産業課長。

○産業振興課長兼農業委員会事務局長（川口　彰君）先ほど答弁したとおりでございます。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）最後の問題ですが、敬愛会の方に未来永劫、診療所を運営していただけないのかということのお尋ねに対して、未来永劫と言われると、ということでちょっとお困りのようでありました。ですから、なかなかこれは診療所が黒字になるというのは今後難しいと思うので、私は診療所の運営がいつまで続くのかなという心配をしているわけであります。
　それで、町長も続く限りと言われました。続く限りということであれば、もう敬愛会のほうが無理だと判断すれば、その無理だと判断するのも敬愛会の判断だと思います。その時点では行政が口を挟めないと思います。ですから、続く限りしていただけるだろうと敬愛会を信じているということであります。
　だったら何の保証もないわけですよね。だったら、あなたが議会に提案したときに、この問題は未来永劫続けてほしいという希望はあったかもしれませんけど、無理だろうということも想定しての提案だと、私はそう類推せざるを得ません。そうなると、この３施設を無償譲渡する理由は、診療所が赤字だと医師の確保が難しいと。それと最近の医療の、病院の設立の状況などもありますけど、そういうものを含めて無償譲渡に踏み切ったと思いますよね。

　しかし、そうなると赤字だという原因、医師の確保が難しいという原因は、これは一つの隠れみので議会に提案したのではなかったかなと思うんですよ。その点についてはいかがですか。

○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）未来永劫という言葉にこだわっているようでありますけども、私はだれも未来永劫という時間を限定して説明できる人は、おそらく地球上いないと思うんですね。それはあくまで抽象的な言葉であって、具体性のない言葉である。日本の言葉というのは、そんなのがいっぱいあるんです。それに基づいて、それを根拠にいろんな具体的な事象をどうするどうするという判断は、私はこれは言葉を本当に愚弄する言葉に等しいというふうに思いますね。
　ですから、未来永劫というのは、あくまでも続く限り、つまりそれは私は診療所が続く限りと解釈すべきだと思うんです。敬愛会ではなくて。診療所が続く限り、敬愛会はこれを維持していくだろうと、そういう視点で皆さん方に提案をさせていただいたということでございまして、敬愛会が続く限りという意味ではないということで御理解をいただきたいと思います。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）しかし、診療所が続く限りと言っても、赤字が続けばなかなか難しいという意味のことを敬愛会は言っているわけですよ。
　ですから、実際にあの状況で今の医師の体制をとれば、私もこの先どこまで行くのかなという心配があります。そうなった場合、その時点で地域住民と相談して一時閉鎖なり、将来どうするのかということも考えて対応すればいいではないですか。そして仮に診療所が不幸にして閉鎖になったとしても、特別養護老人ホームは年間に、平成２１年度５,９００万円ぐらい、かなりもうけていますよ。国からの計算方法が変わる前はたしか９,０００万ぐらいもうけた時期があると思います。
　それからいろいろな出し方を、報酬というか単価というか、それを削られて、その時期３,０００万円ぐらいの利益しかなかったのが経営努力で５,０００万円を超えるところまでもうけがあるということであります。
　ですからそうなると、何もただで特養をやる必要はないじゃないですか。どこにその根拠があるんですか。しかも今度の一般会計補正予算で８,１００万円、今の残りの借金を町が見てやるということでしょう。どこに町、町民にとってメリットがあるんですか。将来、つぶすならつぶせと、町長が皆さんに相談してつぶす、閉鎖するなら閉鎖すると、仕方ないと、やむを得ないと言われれば、ちゃんと特養やら残るじゃないですか。それは悪いけれど町のドル箱じゃないですか。
　そのぐらいおかしいですが──金銭的なことばっかり言って申しわけないんですが、５,０００万円も６,０００万円も上げているところはないですよ。何でそういうところを無償でやらなければならないんですか。この理由が私は全くわからない。だれのための利益なのか全くわからないですよ。答えてください。町に対して、住民に対してどういう利益があるのか、効果があるのか、明確に答えてください。
○議長（村上正弘君）茂呂議員、無償譲渡につきましては、さきの定例会におきまして可決したことで、今質問したことについてはさきの定例会でも質問してそれなりの回答が出ております。それで、質問内容を変更してください。
　茂呂議員。
○９番（茂呂孝志君）私はこれをしています。そして、当時これは問題があるからと言って私は反対しています。ですから、敬愛会の方が未来永劫できないという意味のことを言われたもんですから、町長に、あなたはそういうことを未来永劫続かないであろうということを踏まえての議会提案だったのかということをお尋ねしたわけです。

○議長（村上正弘君）今、あなたが質問したのは、先ほど私が言ったのと全く同じことを質問しとるじゃないですか、その前の議会で。

○９番（茂呂孝志君）いや、だから答えさせてください。私はちゃんと事前通告しているじゃないですか。

○議長（村上正弘君）答えとるじゃないですか、その問題については。

　ほかの質問してください。その問題については、さきの議会で答えていますよ。

○９番（茂呂孝志君）私は納得していないですからね。そうであれば、ほかの質問をしろと言ってもほかに通告していませんから、質問のしようがありません。

○議長（村上正弘君）いや、ほかの質問の仕方があるじゃないですか。

○９番（茂呂孝志君）ないじゃないですか。
○議長（村上正弘君）ないならもう、終わりにしてくださいよ。
○９番（茂呂孝志君）次、行きます。あと、残りがありますからね。
○議長（村上正弘君）どうぞ。
○９番（茂呂孝志君）一応、議長の議事の運営に問題があるようですので、ちょっと言っておきます。
　最後になりますが、ここで働く人たちの労働条件の問題ですが、これについても引き下げをやっていますよね。一時金について４カ月分が３.２カ月分に減らされています。住宅手当についてもカットされていますよね。評価選定基準の中で、この採点があるんですが、職員の労働条件について、敬愛会の内部規則が一番よかったんですか。その点、お尋ねいたします。
○議長（村上正弘君）健康福祉課長。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）選定会議の中身の部分ということなんで、私のほうからお答えしますが、まずは法人間の比較の中で条件面という意味では、現給報酬は他の法人の間では限定的な期間を定めての現給報酬でございましたが、敬愛会については永久的に現給は保証するという提案でございました。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）では、それに類した問題ですけど、敬愛会以外にこの診療所をずっと運営してくれるという業者はいなかったのですか、お尋ねします。
○議長（村上正弘君）健康福祉課長。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）どの法人も、将来に向けてこの施設を継続して運営するという基本的な考え方のもとに応募をしてきているものと認識をしております。

　先ほどから議員さんが御指摘の、未来永劫という部分に関しましては、これは公設で継続したものを含めても、未来永劫というものを確約できるものはどこにもないと思います。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）ですから、あくまでもその業者の経営努力で、その限界が来れば仕方ないということでの考えでやったのですね。
○議長（村上正弘君）その問題については、さきの議会でもそういう質問が出とったから、回答は前と同じなら同じでいいけん、健康福祉課長、もう１回答えて。同じですと言ってください。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）従来からの答弁で御判断いただきたいと思います。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）じゃあ私は私の判断で、それは経営努力の範囲だということで認識しています。以上で、時間も若干残っていますけど質問を終わります。
○議長（村上正弘君）茂呂議員の質問が終わりました。

　以上で、一般質問はすべて終了しました。

　ここで議長より会期日程の変更についてお知らせをします。運営資料、会期日程表には、１２月１１日土曜日を一般質問予備日としてありますが、一般質問は本日終了いたしましたので、１１日は休会といたします。
　本日はこれで散会します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　散会　午後　４時１０分

　　　平成２２年１２月１０日
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